
摂 津 市 議 会

民生常任委員会記録

平成１７年１２月９日

議 　 会 　 事 　 務 　 局



目 　 　 　 次

民生常任委員会

１２月９日

会議日時、場所、出席委員、説明のため出席した者、出席した議会事務局

職員、審査案件�� � 1

開会の宣告�� � 2

市長あいさつ

委員会記録署名委員の指名�� � 2

議案第７６号所管分の審査�� � 2

補足説明（保健福祉部長、生活環境部長）

質疑（村上委員、上村委員、柴田委員、安藤委員）

議案第８７号、議案第８８号、議案第８９号、議案第９０号、議案第９１号、

議案第９２号、議案第９３号、議案第９４号所管分、議案第９６号、議案第９

７号、議案第９８号及び議案第９９号の審査�� � 18

質疑（本保委員、柴田委員、上村委員、安藤委員）

議案第７８号の審査�� � 37

質疑（村上委員、安藤委員）

議案第８０号の審査�� � 39

　質疑（村上委員、安藤委員）

採決�� � 42

閉会の宣告�� � 44



民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１７年１２月９日（金）午前１０時　３分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　２時２５分　閉会

１．場所

第二委員会室

１．出席委員

委 員 長� 嶋野浩一朗 � 副委員長� 安藤　薫 � 委　　員� 柴田繁勝

委　　員� 本保加津枝 � 委　　員� 村上英明 � 委　　員� 上村高義

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正� 助　役　小野吉孝

生活環境部長　前田宜伸　　同部次長兼自治振興課長　大場房二郎

保健福祉部長　堀口賢司� 同部次長兼国保年金課長　佐藤芳雄

福祉総務課長　中岡曰生　　高齢者障害者福祉課長　登阪　弘

こども育成課長　山本和憲　介護保険課長　井口久和　　

健康推進課長代理　阪口　昇

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三� 同局書記　湯原正治

１．審査案件（審査順）

議案第７６号　平成１７年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第８７号　摂津市立児童センター指定管理者指定の件

議案第８８号　摂津市立障害児童センター指定管理者指定の件

議案第８９号　摂津市立せっつ桜苑指定管理者指定の件

議案第９０号　摂津市立ふれあいの里指定管理者指定の件

議案第９１号　摂津市立みきの路指定管理者指定の件

議案第９２号　摂津市民文化ホール指定管理者指定の件

議案第９３号　摂津市立市民ルーム指定管理者指定の件

議案第９４号　摂津市立自動車駐車場指定管理者指定の件所管分（市立小川自動車駐

車場に関する部分）

議案第９６号　摂津市立保健センター指定管理者指定の件

議案第９７号　摂津市立休日応急診療所指定管理者指定の件

議案第９８号　摂津市斎場指定管理者指定の件

議案第９９号　摂津市立葬儀会館指定管理者指定の件

議案第７８号　平成１７年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算

議案第８０号　平成１７年度摂津市介護保険特別会計補正予算
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（午前１０時３分　開会）

○嶋野委員長　ただいまから、民生常任

委員会を開会します。

　理事者から、あいさつを受けます。市

長。

○森山市長　おはようございます。

　師走、お忙しい中、きょうは委員会を

おもちいただきまして、大変ありがとう

ございます。

　過日の本会議で本委員会に付託されま

した案件につきまして、何とぞ慎重審議

のうえ、ご可決賜りますようよろしくお

願い申し上げます。

　私、一たん退席をいたしますけれども、

在庁いたしておりますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

　ありがとうございました。

○嶋野委員長　あいさつが終わりました。

　本日の委員会記録署名委員は村上委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しております案のとおり行うことに

異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○嶋野委員長　異議なしと認め、そのよ

うに決定します。

　暫時、休憩します。

（午前１０時４分　休憩）

（午前１０時５分　再開）

○嶋野委員長　再開します。

　議案第７６号所管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。堀口部長。

○堀口保健福祉部長　おはようございま

す。

　それでは、議案第７６号、平成１７年

度摂津市一般会計補正予算（第４号）の

うち、保健福祉部にかかわる部分につき

まして、目を追って補足説明をさせてい

ただきます。

　まず、歳入でございますが、９ページ

の款１４、国庫支出金、項１、国庫負担

金、目１、民生費国庫負担金は、国民健

康保険基盤安定繰入金保険者支援分とし

て、２分の１の歳入が見込まれ、また生

活保護費負担金は受給者の増加により扶

助費の４分の３の国負担分の増額でござ

います。

　同じく、９ページ、款１５、府支出金、

項１、府負担金、目１、民生費府負担金

は、国民健康保険基盤安定負担金で一般

被保険者に係る７割、５割、２割軽減世

帯が減少したこと、及び国庫負担金への

振り替えに伴う減額でございます。

　１０ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目２、民生費府補助金は、社

会福祉法人に対する特例措置の実施に伴

う介護保険事業補助金の増額でございま

す。

　次に、歳出でございますが、１６ペー

ジ、款３、民生費、項１、社会福祉費、

目１、社会福祉総務費は、負担金、補助

及び交付金で、社会福祉法人介護特例補

助金が制度改正により増額いたしました

が、１７ページの繰出金では国民健康保

険特別会計繰出金が保険基盤安定繰入金

などで減少したことなどにより、減額す

るものでございます。

　１９ページ、項３、生活保護費、目２、

扶助費は、生活保護の受給者の増に伴う

増額でございます。

　２１ページ、款４、衛生費、項１、保

健衛生費、目１、保健衛生総務費は、保

健センターの収入の減により、補助金を

増額するものでございます。

　また、二次診療体制確保負担金は、三

位一体改革の税源移譲に伴い、国、府の

補助金が廃止されたため、市の負担金が

増額となるものでございます。

　以上、補正予算の補足説明とさせてい

ただきます。
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○嶋野委員長　続きまして、前田部長。

○前田生活環境部長　おはようございま

す。

　議案第７６号、平成１７年度摂津市一

般会計補正予算（第４号）のうち、生活

環境部にかかわります内容につきまして、

補足説明をさせていただきます。

　２０ページ、歳出でございますが、款

３、民生費、項４、生活文化費、目１、

生活文化総務費の需用費は、平成１８年

３月末の総合福祉会館閉館に伴う代替施

設フォルテ２１２、２１３新設に伴う内

装改修費でございます。

　備品購入費は、代替施設で必要となり

ます会議用机の購入費用を計上いたして

おります。

　次に、目２、総合福祉会館費の委託料

は、総合福祉会館閉館に伴い、主に電気

設備関係移設に伴う設計費用で、来年３

月末の総合福祉会館閉館後、すぐに工事

を発注できるよう設計するものでありま

す。

　以上、補正予算の補足説明とさせてい

ただきます。

○嶋野委員長　補足説明が終わり、質疑

に入ります。質疑のある方の挙手を求め

ます。村上委員。

○村上委員　おはようございます。

　２０ページの方なんですけども、款３、

民生費、項４、生活文化費、総合福祉会

館費ということで、節１３、委託料とい

うことで、先ほど電気設備の移設という

話がございました。

　その中で、どういう形で移設されると

いうか、総合福祉会館の方にメーンがあ

ることによって、それを分配して、文化

ホールなり、体育館なりに、それぞれメー

ン電源を置くというか、そういうふうな

ことをされるのかというのを１つお聞き

したいのと。

　もう１つ、空調設備もこの電気設備と

同じように移設が必要なのか、必要でな

いのか、そういうことをちょっとお聞き

したいと思います。

　同じ２０ページの方なんですけども、

目１、生活文化総務費、節１８、備品購

入費ということで、先ほど会議室の机の

補てんということで言われておりました

けども、総合福祉会館で今ある机、どの

ぐらい再利用される計画があって、今回

どのぐらい購入されるのか。数、その辺

をもうちょっとお聞きしたいと思います。

　それから、その前の１９ページなんで

すけども、款３、民生費、項３、生活保

護費、目２、扶助費、節２０、扶助費、

生活保護費６，０００万円という形では

あるんですけども、この生活保護費、受

けられた方がふえたというふうに思うん

ですけども、何人ぐらいふえたのか、お

聞きしたいと思っております。

　それからもう１点なんですけども、１

７ページに当たると思いますが、款３、

民生費、項１、社会福祉費、目１、社会

福祉総務費、節２８、繰出金ということ

で２，８５８万６，０００円というのが

減になってるんですけども、もう一度、

詳しく内容をお聞かせいただければと、

そういうふうに思います。以上です。

○嶋野委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　２０ページの設

計委託料についての内容でございますが、

今、お手元にちょっと略図といいますか、

電気・水道・ガスの系統図をお配りして

おります。

　これは、福祉会館の主に電気・水道関

係の移設工事についての設計でございま

して、来年３月末の閉館後、すぐに設備

関係の工事が着工できるようにというこ

とで、この補正予算で設計をお願いする

ものでございます。

－ 3 －



　まず、図面の電気・水道・ガスと、色

分けしておるんですけども、電気でいい

ますと、ちょうど体育館の横に部屋がご

ざいまして、そこにキューピクルがござ

います。これについては、体育館、福祉

会館、文化ホール、全体のキューピクル

が１本になっておるものでございまして、

そのキューピクルから福祉会館、体育館、

文化ホールへ行っておるんですけども、

まずキューピクルから、ずっと下へいき

ますと、福祉会館の方に行っておる中で、

ちょっと赤く塗りつぶしておるところが

自動火災報知器、それから非常放送設備、

外灯等の操作盤がございます。

　それと、また守衛室にも行っておる。

文化ホールにも行っておるところでござ

います。

　福祉会館が閉館しましても、建物がそ

のまま残るということでございますので、

防火対象物ということになりまして、建

物の中にあります火災感知器だとか、誘

導灯については、そのまま残すというこ

とになっております。

　また、体育館、文化ホールもそのまま

残りますために、先ほど言いましたそう

いう自動火災報知器、非常放送設備等の

操作盤もそのまま残すことになっており

ます。

　消防法によりますと、会館閉館後には

どうしても事務所が無人となりますんで

すが、そういう無人の事務所に操作盤を

設置することが消防としてはできないと

いうようなことでございますので、その

操作盤につきましては、隣の守衛室の方

に移設するという形になります。

　また、中庭等、会館周辺の外灯関係の

操作盤につきましても、守衛室の方に移

設するという形になります。

　また、閉館後の福祉会館内の電気関係

で室内の照明だとか、コンセント、非常

照明灯の回路、屋内消火栓の電気設備の

うち、そのまま閉館後、残すもの、それ

から残さないものの回路がどうなってい

るかという調査も必要となってまいりま

す。

　先ほど言いました電気関係のキューピ

クルにつきましては、福祉会館、体育館、

文化ホールと一本となっておりますので、

当然、基本料金等につきましても一本に

なっております。

　それで、閉館されましても、建物がそ

のまま残るということで、関電の方にお

聞きしますと、閉館後の福祉会館の分、

大体１５５キロワットほどあるんですが、

それの月額の基本料が約２５万円ほどか

かってくるわけでございますが、その２

５万円についても引き続き払うことにな

るということでございます。

　ただ、使用実績が相当、福祉会館、減

りますんで、当然使用実績に見合った基

本料金で減額されるということは聞いて

おるんですが、それは１０か月、１１か

月後になりますよということでございま

した。

　そこで、１１か月分も高い料金を払う

という、むだなことになりますので、閉

館後、すぐに基本料金を減額するという

ことでお願いしたところ、福祉会館閉館

後の施設で一体、どういう設備を使うの

かということで、負荷リストを提出して

いただいて、それが関電の方で検査され

て、それが通れば、すぐにでも安くして

いただけるということを聞いております

ので、その辺の設備関係の整理をしてい

きたいと思っております。

　また、水道関係では、その図面にあり

ますように、ちょうど体育館のブルーで

線を引っ張っておるんですけども、体育

館の横から福祉会館の方に、とりあえず

受水槽を通って、高架水槽の、ちょうど
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丸をしておるんですけども、そこに一た

ん上がりまして、そこから福祉会館、そ

れから守衛室、体育館というふうに水が

流れておりますんですけども、福祉会館

閉館後は使用がなくなるということで、

高架水槽をそのまま残すということにな

りますと、品質の悪化によりますことも

ございますので、体育館とか守衛室に直

接に水を流すという形に変更したい。

　高架水槽をそのまま残しますと、また

点検費用等もかかっておりますんで、そ

の辺の水の関係の整理をしていきたいと

いうところでございます。

　それと、中庭等の電気関係の外灯関係

もございますんですけども、これ、閉館

しますと特に夜にどうしても福祉会館の

明かりが漏れなくなるということもござ

います。そうしますと、不審者だとか、

そういういろんな警備上の問題もござい

ますんで、若干、今の外灯関係よりもふ

やしていきたいというようなことも考え

ておりますので、その辺の電気関係、水

道関係の設備を整理、この設計図を整理

しまして、すぐに来年度当初予算で工事

が発注できるような形での費用になって

おるところでございます。

　それと、備品購入費の件でございます

が、補正予算でお願いしておりますのは、

会議室用の机６８台ほどの購入でござい

ます。

　それと、現在、福祉会館の方には机が

１２９台ございます。そのうち、使用に

耐えられない分が４１台ございまして、

使用可能な机としては８８台となってお

ります。

　それで、代替施設であります、ふれあ

いルーム６室におきましては１０５台の

机が必要でございます。

　あと、フォルテ２１２、２１３では５

１台ということで、１５６台の机が必要

だということになってきます。

　そうしますと、差引き６８台の机が不

足するということでございますので、備

品購入費で計上しておるところでござい

ます。

　閉館後の福祉会館の備品につきまして

は、机以外のものにつきましては、すべ

て再利用していくというか、代替施設の

方で使っていきたいというふうに考えて

おります。

　空調設備につきましては、若干移設す

る分がございます。例えば２階の保健所

の支所にございます分だとかにつきまし

ては、文化ホールで使える分は使ってい

きたいというふうにも考えております。

○嶋野委員長　中岡課長。

○中岡福祉総務課長　保護費の件でござ

いますが、本市の平成１７年１１月末現

在での保護の世帯は、６６６世帯、９７

９人、保護率１１．５パーミルとなって

おります。

　平成１６年１１月、１年前と比べまし

て、９４世帯、１４３人、１６．４パー

セントの増となっております。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　ご質問の国民健

康保険特別会計繰出金２，８５８万６，

０００円の減額でございますが、これに

つきましては、国保特会の一般会計繰入

金とリンクをしているわけですが、内訳

を申し上げますと、職員の人事異動に伴

う減員に伴いまして、職員給与費等の繰

り入れ部分が７３７万９，０００円の減。

　それから、保険基盤安定繰入金の、こ

れはいわゆる対象者が減少してることに

よりまして、この分の減が２，１７２万

７，０００円。

　一方、いわゆる国保加入者の中での高

齢者の加入割合によって、補助を受けて

おります国保財政安定化支援事業繰入金、
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この部分につきましては、対象の医療費

が３万６，０００円から４万１，０００

円にアップしたことを受けまして、総額

で５２万円の増というようなことで、こ

の３点のプラスマイナスの合計が２，８

５８万６，０００円になってございます。

○嶋野委員長　村上委員。

○村上委員　先ほどの２０ページの総合

福祉会館の件なんですけども、水道と電

気の移設と、先ほど空調の話もございま

した。そういった中で市民文化ホールと

市民体育館を運用というか、利用してい

ただくに当たりまして、総合福祉会館内

部に入らなくていいというような形での

設計というとらまえ方でよろしいんでしょ

うかということが１点。

　総合福祉会館の中に、だれも管理面で

入らなくてもいい。その中で、市民体育

館と市民文化ホールが今までどおり活用

できますという形での設計になっている

のかということを再度お聞きしたいと思

います。

　もう１つ、１９ページの生活保護費の

件なんですけども、先ほど１４３人がふ

えたというお話がございました。この辺、

率的な話なんですけども、府平均といい

ますか、近隣他市との比較で摂津市はど

のような位置にいるというか、数字的に

はどうなのかと、そういうふうなものを

再度お聞きしたいと思います。

○嶋野委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　閉館後に福祉会

館に入らなくてもいいのかということで

ございますが、若干、工事中は入ること

になると思うんですけども、基本的には

閉館後につきましては自動警備等がされ

るというふうに聞いておりますんで、そ

のままだれも入らないというのが基本で

ございます。

　ただ、中に入るケースも若干あるかな

というようなことも考えられますんで、

備品等もまだ残ってる部分がございます

ので、その整理も若干残ってこようかと

思いますので、電気室内の照明等につい

ては、ちょっと残す形には考えておりま

すので、全く入らないということではな

いかなと、基本的には入らないというこ

とでございます。

○嶋野委員長　中岡課長。

○中岡福祉総務課長　手持ちの資料、府

の方からことしの９月分をちょっとファッ

クスで送ってもらったので、ちょっと読

みにくい数字があったので、また改めて

きっちりお知らせしたいと思いますが、

手持ちで読める範囲では、大阪府全体で

は１５．４１パーミルでございます。

　それから、吹田市では１３．３４パー

ミル、茨木市では９．３４パーミル、高

槻市では１１．１９パーミル。それから、

豊中１６．３７パーミル、池田５．９５

パーミル、箕面５．９６パーミル。

　９月現在の摂津市でしたら、１０．９

９パーミルということになります。お向

かえの守口市２９．８３パーミル、門真

３９．１９パーミルと、こういうふうな

データを手持ちの資料で読み取れると思

います。

　また、数字が間違っておりましたら、

正しい数字、ほぼ間違いない数字、ちょっ

とファックスで送ってもらいましたので、

ちょっとつぶれた字がありますので、よ

ろしくお願いします。

○嶋野委員長　村上委員。

○村上委員　総合福祉会館の件なんです

けども、電気は、基本料を下げるように

関西電力と交渉されているということで、

通常でしたら２５万円という話なんです

けども、本当にそういう形で今の摂津市

の財政を考えれば、この１０万円、２０

万円というのは貴重なお金なんで、削減
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となるように、さらに交渉を進めていっ

ていただきたいなと、そういうふうに思

います。

　それと、１９ページの生活保護費の件

なんですけども、摂津市は１０．９９パー

ミルですか。月末でお聞きしました。

　今回、６，０００万円増額という話な

んですけども、当初の考え方は、こうい

う考え方で行ってましたと、そういうも

のが何かあれば、今回の違いが何か、そ

ういう、わかればちょっと教えていただ

きたい、そういうふうに思います。

○嶋野委員長　中岡課長。

○中岡福祉総務課長　毎年、当初予算を

要求するときには、少し伸び率も当然、

勘案しながら予算要求し、見ていただく

わけですが、先ほど数字を申し上げまし

たように、本当に私どもの予想を上回る

ような保護の申請、相談から申請に至っ

ておる状況がございまして、毎年この時

期、冬場を迎えますと医療費等の、保護

費の中には医療費が半分ほどウエイトを

占めておりますので、その医療費の伸び

も若干これから加味しておりまして、少

しこのような、６，０００万円というよ

うな数字を３月補正が、なかなか難しい

ございますので、この時期に上げさせて

いただいた状況がございます。

　我々の予想外の相当な、１０パーセン

ト以上を超えるような、毎月毎月の伸び

がありますので、そういったことで今回

このような数字になったということをご

理解いただきたいと思います。

○嶋野委員長　ほかに質問のある方、お

られませんか。上村委員。

○上村委員　私も生活保護のことを聞こ

うと思っとったんですけども、大体わか

りましたんで、これは今、資料請求とい

う形で、できましたら大阪府下各市町村

の実数というものをぜひいただきたいと

いうことで、よろしくお願いします。

　前回聞いたときは、前回というのは１

年前、摂津市が１０８．２の伸びという

ことで、８パーセントの伸びですよね。

今回、１６パーセントの伸びということ

で、これ、金額換算しますと、２億円ぐ

らいの伸びということで、そのうちの今、

４分の１ということで、あと５，０００

万円の伸びですか。三位一体で当初は３

分の１とかいう話もあったんですが、そ

れも立ち消えになって、ほっとはしてま

すけども、今言いましたように毎年毎年

５，０００万円ずつの伸びが今後いくと

いうことであれば、これは生活レベルと

いうものが、実態が厳しいということの

反映であると思いますけども、これ、ど

うしようということでもないんですけど

も、それなりの財源を確保していかなけ

ればだめだという危機感があります。そ

ういうことで、資料請求だけしておきま

す。

　それと、保健センターの不足分という

ことで補てんをされるということで説明

がありましたけども、何が不足になった

のか、そこだけお聞かせ願いたい。

　それと、福祉会館閉鎖に伴う対応につ

いて、今、図面を見せていただきまして

説明がありましたけども、フォルテ２１

２、２１３の修繕の中身、これについて、

もう一遍お聞かせ願いたいということと。

　２点目は、総合福祉会館が閉鎖した後

に、これは建物がそのまま残るというこ

と、当分は残るという格好になりますけ

ども、これは耐震診断した結果、だめだっ

たということで、これは閉館になります。

　そうすると、ここへの接近というか、

立入禁止とか、市民体育館は使うという

ことでありますので、どこまでが立ち入

りオーケーなのか。地震が来たときに、

倒壊したときに、どこまで影響があるの
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かということも明記しとかないと、真横

まで行って地震が来たら、ばらばらと崩

れてきますよね。そういったリスク対策

も考えておかないと、ただ閉館して、入

り口を閉鎖するだけでは、いざ地震が来

たときに中庭ですか、あそこで何かイベ

ントをされているときに倒壊してきたら

大変なことになりますので、そういった

リスク対策をどう考えておられるのかな

ということをお聞かせください。

　それと、国保にかかわる国の負担金及

び府の負担金ということで、国の方が増

額をされて、府の方が減額ということに

なってますよね。

　トータルで見ると、減ってるというこ

とになりますけども、この国の負担金が

ふえたことの意味と、これはまたこの制

度がこのまま続くのかどうか。続くとい

うか、これ、何でふえたのか、そこまで

聞かせていただきたい。府が減ってきた

という理由をお聞かせ願います。もう一

遍、お聞かせ願います。

○嶋野委員長　先ほど、上村委員から要

請のございました資料の配付につきまし

ては、後日、委員全員に配付していただ

きますように要請をいたします。

　それでは、答弁いただきます。大場次

長。

○大場生活環境部次長　フォルテ２１２、

２１３の修繕の内容でございますが、ま

ず部屋につきましては、壁、床ともコン

クリートのむき出しの状態で、天井もご

ざいませんので天井の施工なり、壁、床

の内装等の工事が主でございます。

　あと、いす、机の収納倉庫を２か所ほ

ど予定しておりますので、それの壁間仕

切り等の設置でございます。

　２１２と２１３との間仕切りの施工も

ございます。これにつきましては、ちょ

うど間仕切りましても、ドアをつけまし

て行けるような形で、ドアをつけたいな

というふうに考えております。

　あと、放送設備など、スピーカー等の

工事も若干入っておるということで、電

気設備の部分も若干入ってこようかとい

うような内容でございます。

○嶋野委員長　阪口課長代理。

○阪口健康推進課長代理　私の方から保

健センター事業の運営事業補助金につき

ましての内容を説明させていただきます。

　保健センターでの訪問看護ステーショ

ン等の独自事業というのを、収入を当初

見込んでおりまして、運営費補助金とい

うものの削減というのに、ここ二、三年

来取り組んでまいったわけでございます

けれども、今年度につきましては、当初

見込んでおりました事業収入を下回ると。

特に訪問看護ステーションの独自事業で

の減収ということが見込まれるというこ

とになってございます。

　今回の補正をお願いいたしますのは、

この事業収入を下回ったことによる運営

事業費の補てんということでお願いをし

ているものでございます。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　国庫負担金が増

額になっている一方、府の負担金が減額

になってるわけでございますが、これに

つきましては本年、１７年の段階から国

の三位一体改革がございまして、従来、

保険基盤安定繰入金の対象になっており

ますものにつきましては、国庫負担が２

分の１、府の負担が４分の１、市の負担

が４分の１という形で実施をされてきて

おったということでございますが、これ

については今回のこの三位一体改革の中

で国庫負担分が、すべて府の方に切り替

わるというような形の対応がされており

まして、その結果、国庫負担がゼロ、府

の負担が４分の３、市の負担が４分の１
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と、こういう形で制度変更がされており

ます。

　先ほど、部長の補足説明の中でも申し

上げましたが、今回の国庫負担金の増額

補正をしている部分につきましては、保

険基盤安定繰入金の保険者支援分という

分でございまして、これは平成１５年、

１６年、１７年、この３か年の暫定措置

として、この基盤安定繰入金の一定割合

について繰り入れをするという形になっ

ておりまして、今回の三位一体改革絡み

で国、府の負担割合が変わりましたので、

これらすべてが国がゼロになり、府が４

分の３になると、こういう解釈をいたし

て予算計上しておった次第なんですが、

最終的に保険者支援分だけは従来の形で

国が２分の１負担、これがそのまま継続

しておるということでございまして、そ

ういう兼ね合いもありまして、府の負担

分を２，７６０万５，０００円減額いた

しまして、同額を国庫の方で増額をさせ

ていただくという形になります。

　この差額部分が、いわゆる国庫の増額

部分と府の減額部分の差額が約１，６０

０万円ぐらいございますが、これがいわ

ゆる７割、５割、２割の軽減世帯が減少

したことによる負担金の減ということで

ございます。

○嶋野委員長　総合福祉会館のリスク対

策ということで、小野助役。

○小野助役　福祉会館のリスク対策とい

うことでございますが、基本的には撤去

が基本でございまして、今、内部で議論

しておりますのは、先ほど言われました

ように福祉会館が閉館をすると、近隣の

方々に、例えば台風時なり、地震のとき、

相当暗いということで防犯・防災上の問

題、数多く出てくるというふうに見込ん

でおります。

　今のところ、いつ撤去されるのかとい

うことが基本になるというふうに思って

まして、まず市として撤去をいつにする

かということを決めなきゃならないとい

うふうに思っております。

　それで、市としての基本的な考え方は、

現在、南千里丘まちづくり構想を進めて

おりますが、市としては、ダイヘン用地

で４万６，０００平米、ふれあい広場で

６，０００平米、それから福祉会館、市

民体育館の用地で５，０００平米の南千

里丘まちづくりは、この５万７，０００

平米のまちづくりというふうに基本的に

考えております。

　整合性のあるまちづくりということで、

そういたしますと私どもはこの１８年度

の市政運営の基本方針にこの千里丘まち

づくりを出したいという考え方を持って

おります。そういう形で詰めをしており

ます。

　そのときに、福祉会館用地、市民体育

館用地も含めるというまちづくりにした

場合、ここで私どもは撤去の問題をきち

んと明確にできないかというのが今の基

本的な考え方でございます。これが、も

しもできないとなれば、具体的には今言

われましたように成人式については文化

ホールと市民体育館、農業祭は中庭、市

民体育館、年賀交歓会もやっておる、健

康まつりもあると。

　そういたしますと、この辺のところを

どう考えるか。しかも市民体育館は、３

６５日使われておる。文化ホールもそう

だとなりますと、福祉会館は確かに上村

委員の言われるように危険であるという

ことでの撤退を表明しておりますから、

そういたしますと、そのところを基本的

にきちんとこれから踏まえまして、閉館

後に我々は南千里丘でまちづくりを視点

にした場合、ここで明確に撤去の時期は

言えるというふうに思っております。ま
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た、そういうふうにしたいと。

　費用的な問題も考えますと、福祉会館

用地、市民体育館用地の５，０００平米

をこの問題の中での処理をしたい。ただ

し、そのときにまた別の議論で出てまい

りますのは、教育委員会所管で出ており

ました市民体育館をどうするかという問

題が、また惹起いたします。　

　そういった大きな、南千里丘のまちづ

くりの中での福祉会館用地５，０００平

米の処理、撤去ということを１日も早く

市民の方々に安心していただけるように、

まず撤去をいつにするかということを決

めなきゃならない。その間における文化

ホール、市民体育館を使って、これはさ

まざまな形の中で一番安全な形の防災上、

地震、台風という形の中で、どれが避難

経路で行けるかということを考えてまい

りたい。

　いずれにいたしましても、私どもは南

千里丘のまちづくりを市政運営の基本方

針の中に入れ込みたい、そういう努力を

やりたいと思っております。

　その中で、この撤去の問題は、きちん

と明確にさせていただきたいと思ってま

すので、今少し、時間をいただければと

いうふうに思っておりますので、よろし

くお願い申し上げます。

○嶋野委員長　上村委員。

○上村委員　そしたら、まず保健センター

運営事業補助金の不足分について、理解

しにくいんですけども、訪問介護による

事業収入を見込んでたけども、それが見

込めなかったということで補てんしてく

れと。虫がよすぎるというか、本来は、

収入がなかった分、支出を抑え、それに

合った保健センター独立の事業内容にす

べきところが特に後段で指定管理者に指

名するという流れの中で、若干説明をも

う１回お願いしたいと。

　それと、フォルテの修繕内容というこ

とで、１つは壁とか照明等々を整備する

ということでございました。

　私、先般、見に行ったんですけれども、

１つはトイレの問題。中にトイレがある

んですけども、あれをどう活用するとい

うか、会場と壁１枚でトイレが引っつい

ているということで、なかなかトイレを

使用しにくいというか、女性の方なんか

は特に使用しにくい面もあるし、そこを

どう考えておられるのかということと。

　もう１点は、案内板というか、位置的

に物すごい、２階のスロープを行って、

一番奥の方に２１２、２１３ということ

なんで、案内表示をきっちりしてほしい

ということを、これは要望として上げて

おきますので、そこへ行くルートの案内

とか、エレベーターとか、所々に場所を

書いたような案内ルートがぜひ欲しいな

というのが感じましたので、それは要望

としておきます。

　トイレの分だけ、お答え願いますか、

考え方を。

　それと、福祉会館の閉鎖に伴う問題。

撤去をいつにするかということを早急に

決めたいと。その間のリスク対策という

ことでは、これから早急に決めていきた

いということであります。

　やはり、３月末で閉館されて、将来的

には南千里丘構想の中に入れ込んでいき

たいという話でしたけども、今、全国的

に問題になってますのは耐震的にマンショ

ン等が問題があるということで、すぐ退

去とか、そういった形で対応を取られて

ますよね。

　本来は、この福祉会館も耐震的に問題

があり、すぐさま本当は即刻閉館ですよ

ね。これ、３月末までということで、今

なってますけども、この間に地震等が来

れば非常に危ないというリスクを背負い
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ながら運営しとるわけですけども、撤去

するまでの間は、やはりそういった危険

がずっと伴うということなんで、文化ホー

ルから体育館への往復、行ったり来たり

する通路等も地震が来た場合に、倒壊し

た場合にけがしないような通路とか、そ

ういったこともきっちり明確にしていか

ないと安心・安全ということでは、非常

に市民に迷惑をかける部分があるので、

そこもきっちりしていただきたいなとい

うことを要望しておきます。

　それと、南千里丘構想の話が出ました

ので、福祉会館は閉鎖するということで、

今回、フォルテ２１２、２１３、あるい

は旧みやけ幼稚園跡地を使っての代替施

設になりますけども、ぜひ摂津市全体の

公共施設というものも視野に入れて、こ

の南千里丘構想を設計するとき、来年度

以降、摂津のまちづくりを行う中に、そ

ういったこともぜひ入れていただきたい

なというのを要望しておきます。

　それと､国保の国庫負担金、あるいは

府の負担金ということで、本来は三位一

体の改革で国の負担金がなくなるだろう

という見込みをしてたけれども、実際は

国等の負担があったということでありま

す。

　これは時限立法的なのか、今後も続く

のかどうか。見込みとしては、どうなの

かということが、どうしても国に振り回

されて地方自治体が大変な目に遭ってま

すけども、これはもらえない方向で予算

を策定して、リスク対策ですよね。もら

えないことを想定して予算を組んで、実

際はもらえたからプラスにいったという

ことでは、いい予算設定の仕方をしたな

ということでありますけれども、このこ

とがそれは結果的に府との相殺で、これ

は減免の分が、その分が減額になってま

すけども、これは今後も続くのか、見込

みをひとつお答え願いたいと思います。

　以上で２回目を終わります。

○嶋野委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　フォルテ２１２、

２１３のトイレ、現在、２か所ございま

す。これは、住友銀行がそのまま銀行当

時に使っておられたトイレをそのまま有

効利用させていただくというふうに考え

ております。

　トイレのドアをあけまして、さらに１

メートルぐらい控えた形で壁をしたいな

というふうなことで、基本的には会議室

２１２、２１３、使っておられる会議室

の方の利用と考えております。

　それで、あとトイレの水を流しますと、

当然音も聞こえてくるというふうなこと

もあると思いますので、設計の中には遮

音対策というんですか、そういうふうな

部分もちょっと入っておりますので、そ

の辺での対応もしていきたいというふう

に考えております。

○嶋野委員長　堀口部長。

○堀口保健福祉部長　摂津市の保健セン

ターに関する補正予算についてでござい

ますけれども、これは平成９年度より訪

問看護ステーションを開設しておりまし

て、そして平成１２年度からは介護保険

事業の導入によりまして、居宅介護支援

事業も本格的に実施してきたわけでござ

いますけれども、それによって平成１３

年度には、これまで保健事業として実施

しておりました機能訓練、Ａ型ですけれ

ども、この一部を政策的な部分は判断も

ありまして、通所介護事業所として継続

することになっております。

　このようなことから、摂津市の保健セ

ンター全体の会計は平成１２年度より、

黒字が出ております。そのことで、そう

いう黒字が続きましたので、各年度の返

戻金といいますか、返還金、これが余り
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大きくなり過ぎるということで、保健セ

ンター内の会計で調整してくれというこ

とで、委託料、あるいは補助金を大幅に

カットしております。

　現実に、結果的には切り過ぎたという

部分がございまして、それが赤字につな

がったということと、先ほど説明いたし

ました一部赤字が出ておりますが、これ

はいろいろな職員の中の配置によって、

どの事業に参加するかということによっ

て、若干の見込み違いもございましたが、

大きなところは今まで例えば委託料等に

つきまして１億円ほどを保健センターに

支払っておりましたが、負担しておりま

したが、平成１７年度は７，６００万円

ということで約２，７００万円カットし

てきているということで、若干見込み以

上に我々も切り過ぎたかなということで

ございます。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　保険者支援分の

件でございますが、先ほどご答弁でも申

し上げましたように、これにつきまして

は１５年から１７年までの３か年の暫定

措置ということで行われておりまして、

基本的には１８年度以降はないというよ

うな形なわけですが、１２月３日付の政

府の方の動きを見ておりますと、１８年

度についても暫定的に継続をするという

方向での予算要求を厚生労働省が行うと

いう報道に接しておりますので、１８年

度については引き続き継続になるもので

はないかなというふうに考えております。

○嶋野委員長　柴田委員。

○柴田委員　先ほどから出てる質問に少

し関連しますので、私は１点に絞ってお

尋ねします。

　今、この図面をいただいたんですけど、

福祉会館を今、助役の方から、できるだ

け南千里丘の開発などとも絡ませて解体

時期を決めていきたい。現状は、このま

まということで、私もずっと以前から福

祉会館を閉鎖したということになります

と、大変だなということを思ってたんで

すが、先般、文化連盟の会議の中で、今、

文化連盟が年間に利用するのは、文化ホー

ルと体育館と両方使うわけですね。これ

の動線がなかなかわかりにくくて、文化

ホールに来た人が、あちらで催しが行わ

れてるということがわからないというよ

うなことで、もう少し文化ホールと体育

館との動線を行政の方で印をつけてもら

うとか、いろいろなことでできないかと

いう要望が出てました。これは、機会が

あったら一度、申し上げておきましょう

ということで。

　ただ、今、私がちょっと心配するのは、

１つは、今、皆さん、福祉会館が危険な

物件だからということで閉鎖するという

ことだけど、この閉鎖することによって、

仮に閉鎖するしないは別にして、地震が

起こったとき、その建物の中で起こる被

害と、建物周辺に起こっていく被害とい

うものを想定しなきゃならんのではない

かというふうに思うんですよね。

　前回の破損などを見ますと、むしろ建

物の中よりも建物の外にガラス等が割れ

て、降っておったということになります

と、今後、文化ホールの周辺の部分や、

そしてまたこの中庭の部分、こういう部

分にもやはり今後十分、地震のことに対

する対応というものは考えておかないと、

ただ建物が怖いから、中に入ってはいけ

ないということだけに絞り込んだものを

考えておると、そうじゃなしに、地震が

いって、あの周辺でイベントなどをして

るときに上からガラスなり、コンクリー

トの破片なりが落ちてくるというような

ことだって考えられるわけですから、そ

の辺のことまで含めた閉鎖についての視
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野を含めた考え方をしておられるのかど

うか、私は、きょうここで改めて聞いて

おきたいと思います。

　それと、もう１つは、例えば先ほどの

文化ホールと体育館との間に、渡り廊下

のようなものでも一時的につけて、その

上に屋根でもつくって、万が一ガラスな

り、コンクリの破片が落ちてきてでも、

その通路を通っていけば危険にさらされ

ないと。そら、大きなものが落ちれば屋

根も皆突き抜けて、けがもするでしょう

けど、そこそこのガラスだとか、破片だ

とかが落ちてきたときでも、傘の役目で

すね。そういうようなこともするような

渡り廊下のようなものも仮設的に必要な

のではないかというふうに思うんですけ

ど、解体するまでには。ということは、

地震は何時何分に来ますと、台風なら、

ある程度、きょう風が吹いてきますとか、

洪水が来ますとかいうことやから、予知

して、その日はやめとこうかというよう

なことができますけど、地震は、いつ起

こってくるやわかりませんから、ときた

ま中庭で農業祭のような、ああいう催し

をやってるときに大きな地震があったら、

これ、正直言うて建物だけの問題じゃな

しに周辺の問題もということを少し考え

たので、その辺も含めてどうなんでしょ

うかということをお尋ねしておきます。

　それからもう１つは、さっき水道です

ね。これはもう、タンクはＯ−１５７の

問題やとか、いろいろなことで残留塩素

のこともあって、この際、直圧にしたい

ということをおっしゃっておられました

ので、これは直圧にされるとは思うんで

すが、この文化ホールの部分は、もう直

圧になってるんですか。私、ちょっとわ

からないので、その辺も含めて教えてい

ただきいと思います。この２点。

○嶋野委員長　小野助役。

○小野助役　今、柴田委員が言われまし

たように、新年度の予算編成の中で一定

の考え方の整理をした上で、予算に載せ

るべきものは載せなきゃならないと思い

ます。

　それで、現在の福祉会館そのものが非

常に古い形で、次回以降にアスベスト問

題についても一定の中身を出さなければ

ならいなと思ってます。

　福祉会館には現実にそういうアスベス

トは有しております。そういうことにな

りますと、相当高い費用がかかるだろう

と、解体費用には。通常の解体プラスア

スベスト費用がかかってくるだろうとい

うように思います。

　そういったことも含めての一番、市と

しての解体費用として直接経費をどう軽

減できるかということの中で考えていき

たいのが基本でございます。

　ただし、そのときにタイムラグが必ず

出ると。きょうから言って、すぐあした

にできませんので、そういたしますと、

必ずそこにタイムラグがありますので、

その中でのことを明らかにしながら、今、

柴田委員がおっしゃったようなことも含

めて、私どもは現在の市民体育館は耐震

上、これは構造上、問題はないというこ

とは考えております。

　現福祉会館そのものは、いろいろ問題

があるということで認識しておりますの

で、そういった形の中で、どの事業を、

特に農業祭、健康まつりなんかは、中庭

でやっておりましたので、そのときに万

一、地震が起こった場合、どうなるかと、

予測はできます。

　渡り廊下に上がっていく、福祉会館に

上がるあのところは、あれでいいのかど

うか。あれは、いち早く、例えば撤去す

る以前に外さなければならないというこ

となのか、こういうことも議論は今して
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おります。

　そういったことも含めて、今、柴田委

員のおっしゃってる中身を十分踏まえな

がら、仮に農業祭もあの中庭でやるとい

うことになるのか。それとも、ふれあい

広場でやることになるのか、そういった

ことも含めながら、私どもが今注目して

いるのは、あの上に千里丘三島線から入っ

てくる、あの福祉会館に上がるあれが非

常に解体時には、あれを撤去しない限り、

小さな機材でやりますと相当高いものに

つくと。

　今、例えば１つ申し上げますのは、あ

そこを外しておかないと重機が非常に入

りにくいということも予測しております。

そういったことも含めて、トータル的に

市民の安心・安全が大事でございますか

ら、どういう使い方をするか。また、撤

去するときは、何をしなければならない

か。文化ホールを使ってもらう、体育館

は使われる、そのときの安全対策はどう

するか。

　今言われた、例えばそういうところに

一定のネットを張るなり、一定の防護策

を張るなり、というようなことも含めて、

この１８年度予算の中で十分な議論をし

てもらえるような、私どもも最低限のこ

の形の中で行けるんではないかと、そう

いったことも含めてトータル的に、今、

柴田委員がおっしゃったことも含めて、

一遍総合で勘案しながら、一定１８年度

予算に向けて取り組みをさせていただき

たいというふうに考えております。

○嶋野委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　文化ホールの水

道につきましては、直接ということでご

ざいます。

○嶋野委員長　柴田委員。

○柴田委員　今、助役も我々が言うまで

もなく、内部でもそれなりの検討をして

いただいているということですが、我々

は若干素人的な発想ですので、今までは

福祉会館のあの建物そのものが悪いんや

ということやけど、よく考えてみたら、

あの周辺でもかなりの事業をしたり、人

間が動くわけですから、地震は必ず、中

におる人だけが直撃されるんじゃなしに、

むしろ外の人の方が大きな被害を受ける

ということもありますので、ただ、今おっ

しゃったように解体は最終的にするとし

ても、上り階段のところのあの部分は、

むしろそれは早く、その部分は別枠にし

てでも解体をして、あの文化ホールと体

育館との接続をもう少し整合性のある何

かをつくっておけば、利用する立場から

言うても非常に利用しやすいんではない

かと、そういうふうに思いますので、私

の発想の中には、あの解体は同時解体と

いうふうに思っておりましたが、今、助

役がおっしゃったように、そのとおりや

と思います。

　だから、あそこだけでも、また何らか

の形で解体して、福祉会館に入れないな

ら入れないような形を完全にとってしま

うと。

　ちょっと私は、いつもうがった見方で

何とか有効利用できないのかということ

で、例えば閉館中の中へ、摂津市はたく

さんの余った物品等があります、そうい

う機材を少し、一時ストックするという

ようなことは、その会館は、いやそれも

危ないので閉鎖してるから、万が一、職

員が１人でも入るのはけしからんことな

んで、いかんのやということであれば別

やけど、１階部分ぐらいは一時的なストッ

ク場所としても使えるのかなと思ったり

もするんですが、この辺ちょっと、そう

いうことがかえっていかんのかもわかり

ませんけど、私の考えですけど、そうい

う考えがあればおっしゃっておいてくだ
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さい。これで結構です。

　要望にしておきます。頑張ってくださ

い。

○嶋野委員長　ほかに質疑のある方、お

られませんでしょうか。安藤委員。

○安藤委員　２点だけお聞きします。

　１つは、１０ページ、府の補助金で社

会福祉法人介護保険事業補助金３３７万

５，０００円、それからこれにかかわっ

て１６ページで介護特例補助金というの

がございます。

　介護保険法が変わって、施設入所者へ

の居住費、食費が自己負担になってきた

中で、１０月からの施設入所者の負担、

それから介護事業者の方々の制度等が変

わってきています。

　さきの決算の審査の中でも社会福祉法

人への補助金のご質問をさせていただい

たんですけども、それは社会福祉法人の

事業費の中の１パーセントを超えた減免

分を持った分について補助金を出すとい

うことの説明でございましたけれども、

今回のこの特例補助金について、ちょっ

と補足で説明をしていただけたらと思い

ます。

　それから、もう１つは、先ほどからも

ご質問が続いておりましたが、国保の関

係で一般会計からの国保への繰出金の問

題でございますけれども、２，８５８万

６，０００円が減額となっていると。こ

れは、職員の削減であったり、基盤安定

の繰入金の削減であるなど、いわゆる法

定の繰入金の部分が削減されたというよ

うなことで理解してるわけですけども、

これについて国民健康保険の会計、そち

らの方の議論でも、それの方ですればい

いんでしょうけども、国保の財政も非常

に厳しい中で、国保の財政自体がこれま

でのご説明の中でありますように、保険

給付の予測であったり、医療費の予測が

なかなか困難であったり、国からの負担

金であったり、老健の拠出金であったり、

非常に予測のしにくい中での運用をされ

ているという状況のもとでやっておられ

る。

　国保の基金を積むというのが理想的で

はないかというようなご意見も前にあっ

たかと思うんですけども、そういう弾力

的なところに対応するようなものも求め

られているもとで、当初組んでいた予算

の中で国の法定の繰入金の部分が減った

からといって、それをそのままスライド

して国保会計への一般会計からの繰り出

しを減らすということについては、どう

なのかなというふうに思うんです。

　法定の国からの繰入金等が減った場合

には、もう、それはスライドして、特別

会計への繰り出しはスライドして削らな

ければいけないと。それはもう、必ずリ

ンクしなければいけないという、そうい

うルールがあるのかどうか、ちょっと、

それをお聞きしたいと思います。２点、

お願いします。

○嶋野委員長　井口課長。

○井口介護保険課長　それでは、社会福

祉法人にかかわります補助金のご説明を

させていただきます。

　前回の委員会でご説明いたしました社

福法人に対する減免と今回の補助の違い

でございますが、前回の補助につきまし

て、減免制度につきましては、利用料の

減免ということで低所得者に対しまして

利用料の減免、４分の１という軽減を図

らさせていただいたところですが、今回、

計上させていただいております補助金の

内容につきましては、社会福祉法人が運

営いたしますユニット型特別養護老人ホー

ムに関しまして、このホームに入所中の

低所得者の方に対しまして、１０月の改

正の中でホテルコスト、居住費が自己負
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担になりました関係上、一定の負担はか

かるわけですけれども、また新たに特別

な室料など居住費負担を求めることのな

いように平成１８年３月末までの特例措

置といたしまして、社会福祉法人に対し

まして一定の負担をするということが今

回の補助の内容でございます。

　ですから、利用料の負担ではなくて、

あくまで社会福祉法人に対する補助とい

うことになってございます。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　保険基盤安定繰

入金の当初予算で見込んだ金額から年度

途中で、これが減少した場合に、それを

そのまま維持できないのかということで、

維持したらだめであると、こういうよう

な規定があるかどうかということになる

と、実はその規定はございません。

　ただし、これについては、７割、５割、

２割の軽減をした部分については、一般

会計から繰り入れをしなさいという義務

規定がございます。

　その繰り入れをした部分については、

従来であれば繰入額の２分の１が国庫負

担、４分の１が府負担というような規定

があるわけですが、私といたしましては、

必ず軽減した部分については入れていた

だくという義務規定を遵守していただく

ためにも、ある意味で申しますと７割、

５割、２割の軽減が減った場合について

は、これはある意味でいったら減らさざ

るを得ないと。

　ですから、だめということではなくて、

必ずこれは繰り入れをしなさいという義

務規定があるというようなことは、これ

は裏返しにすると、減った場合について

は、減らさざるを得ないと、こういう解

釈をいたしております。

○嶋野委員長　安藤委員。

○安藤委員　介護保険の方の社会福祉法

人に対する補助金については、わかりま

した。制度が非常に変わるということで、

大変だと思うんですけども、社会福祉法

人さん、介護保険の事業者の方にとって

みても大きな負担は、負担はあるけども

国の方の制度によって国庫負担等が減ら

されていくと。

　施設運営も非常に、経済的な状況から

も厳しくなっていくという中で、それが

最終的に利用者の方々へのサービスの質

の低下であったり、それから減免を必要

とするような方々は、その分、所得水準

によって、負担限度額が変わるわけです

から、負担限度額が低い方が多くなれば、

そこの施設事業者の方々の負担が大きく

なるということになりますので、それが

所得段階の低い人をできるだけ入れたく

ないという信条が働くということもあり

得るシステムとして、というようなこと

も心配されるわけで、その点、摂津市の

介護保険でそれをどうするのかというの

は非常に難しい問題だと思いますけども、

今後さまざまな制度等、政令等も追加さ

れてくるのかもしれませんけども、国に

対しての予算的な措置を要望していって

いただきたいと思います。

　あわせて、先般からもいろいろとご質

問してきましたけども、食事費、それか

ら居住費などが所得段階ごとによって、

負担限度額が変わるという問題で、その

割合の、どのぐらいの方々の割合が変わ

るのかと。どのぐらいの方々、比率で、

どのぐらいの所得限度額になっていくの

かということをお聞きしておったんです

けども、その点は１０月から始まったも

のでありますから、実際請求が上がって

きて１２月以降でないとわからないとい

うようなご説明もいただいています。

　これについて、大体どのぐらいの時期

であれば、そういったものが判明してく
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るのか。そういったものが判明した時点

で、これは施設利用だけにかかわらず所

得段階によって利用者の方々の負担が減っ

たりふえたりするわけですので、その辺

の割合については、判明次第、すぐに資

料として出していただけたらなと思いま

す。大体の時期的なものだけ、ちょっと

教えていただきたいと思います。

　それから、国保の方ですけども、今、

ご説明をいただいたわけですが、国から

の繰入金が減った場合に、それを特別会

計の方への一般会計からの繰り出しをリ

ンクするというようなルールはないけど

も、システム上、そうすべきではないか

というようなお話だったかと思います。

　私は、この繰り出しについては、ルー

ル外繰り出し、それから法定繰り出しと

いうような分け方をされてるわけですが、

やはり保険料の軽減を図っていくという

上で、結局、保険料を上げるのか、それ

とも一般会計からの繰り出しなのかとい

うような議論が、この間ずっとあるわけ

ですけども、やはり市民の命と健康を守

るという上では、一般会計の中から何と

か繰り出しをしていくということも非常

に大事なことであって、現に摂津市の場

合は法定外と言われている保険料軽減の

ための繰り出し、市民一人当たりの繰出

金は非常に高いということでご説明をい

ただいてるわけですが、当初の予算で繰

出金として組んでいたものをもちろんそ

ういった国との関係があると思いますけ

ども、それをプールする、または流用す

るようなやり方というのも考える必要が

あるんじゃないかなというふうに思うん

ですが、その点の考え方だけ、ちょっと

最後に聞いておきたいと思います。

○嶋野委員長　井口課長。

○井口介護保険課長　１０月改正につき

ます、食費、居住費の影響ということで

ございますが、１０月サービス利用につ

きましては、国保連合会の方で１１月審

査、１２月支払い決定というスケジュー

ルになってございます。

　１２月の請求につきましては、１２月

１０日の締めでございまして、金額的な

ものにつきましては中旬以降にはっきり

するかなという予測でございます。

　その１か月の利用で今後の６か月分を

見込むということで、これも不確かなと

ころもございますが、状況がわかり次第、

資料をお出ししたいというように考えて

おります。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　この保険基盤安

定繰入金の件でございますが、これは制

度の仕組みをちょっと申し上げますと、

所得が一定以下の方については保険料の

均等割、平等割の７割、５割、２割を免

除すると。これは、いわゆる減免とは違

いまして、国の軽減制度でございまして、

そういう制度があると。

　これを当然、軽減という表現をしても

保険料がその分だけ少なくなるわけです

から、これをこのまま放置しておけば、

国保特会に軽減した分だけが穴があいて

しまうということで、これを補てんする

措置として設けられているのが、この保

険基盤安定繰入金の制度であるというこ

とでございます。

　こういう中で、当初予算で見込んでおっ

た金額よりも軽減対象世帯が減ったとい

うことで、軽減する金額が減少したとい

うことで、今回、減額補正をお願いして

いるわけでございますが、もともとの軽

減世帯が減っておりますので、この部分

の減額部分を繰り入れをしなくても国保

特会の収支上は、ある意味で申しますと

保険料の方がふえてくるというような形

でプラスマイナスゼロになると。
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　ですから、これを反対に申しますと、

減額になった部分を減額せずに繰り入れ

をしていくと、今回、減額補正をお願い

した分だけ今度反対にプラスに転じると

いうような形になりますので、少なくと

もこの部分については、私としては年度

途中の補正の段階でこれをルール外の方

に持っていくというような措置をする必

要はないのではないかというふうに考え

ておる次第でございます。

○嶋野委員長　ほかに質疑はございませ

んか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○嶋野委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時、休憩します。

（午前１１時１７分　休憩）

（午前１１時２３分　再開）

○嶋野委員長　再開いたします。

　議案第８７号、議案第８８号、議案第

８９号、議案第９０号、議案第９１号、

議案第９２号、議案第９３号、議案第９

４号所管分、議案第９６号、議案第９７

号、議案第９８号、及び議案第９９号の

審査を行います。

　本１２件につきましては、補足説明を

省略し、質疑に入ります。本保委員。

○本保委員　それでは、ただいま審議さ

れております、この８７号から９９号の

議案、１２件につきまして質問をさせて

いただきます。

　この指定管理者制度でございますけれ

ども、これにつきましては、平成１５年

９月２日から施行ということで、現在に

至るまでさまざまな形で、行政におかれ

ては施行されて、こういった形で本案を

提案されていることと思いますけれども、

この現在の業者に指定されるに当たり、

この期間、どのように取り組んでこられ

たのかお聞かせをいただきたいと思いま

す。

　この指定管理者制度は、ご存じのよう

に指定管理者制度の導入に当たって、指

定手続、業務の具体的範囲、管理の基準

等について、この条例を制定するため議

会の議決を得て、期間を定め、指定管理

者を指定するということでございますけ

れども、この現行制度によって管理業務

を出資法人等へ委託している公の施設、

またその他直轄で管理している公の施設

も含めまして、この平成１８年９月まで

に指定管理者制度に移行する目的で、こ

の廃止も含めて総合的に点検していけと、

こういうことでございまして、今度新た

に民間事業者等、ＮＰＯ法人、株式会社

を含んで指定管理者に指定するというこ

とでございますけれども、この引き続き

出資法人等指定管理者に指定するという

観点におきまして、この目的といいます

のは、やはりご存じのように経費の削減

と事業運営の効率化がどのように図られ

ているのかということが検討なされてい

ると思いますけれども、またサービスの

向上についても行政として管理者との連

携が大変問われているという観点も含め

まして、この指定管理者、指定をされる

に当たりまして調査をされていると思い

ますけれども、この連携の現状について

お聞きをしたいと思います。

　また、それらこういった指定を現在さ

れる状況にありまして、皆さまがいろん

な形で調査検討をされたことと思います

けれども、それらについて、その中から

今後の課題についても、どのようなこと

があったのか。あれば、お聞かせをいた

だきたいと思いますし、今後このように

していく、いきたいというような課題に

ついてもご検討しておられることがあれ

ばお聞かせをいただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

○嶋野委員長　小野助役。
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○小野助役　トータル的に今回の指定管

理者制度のお問いでございます。どのよ

うに考えて、この１８施設をということ

でもありますし、また今後、どういう方

向で進んでいくのかと。今の課題はどう

なんだということでのトータル的なお尋

ねでございます。

　今、本保委員から言われましたように、

この指定管理者制度につきましては、３

つありまして、公の施設の管理に民間の

能力をまず活用するんだということと、

民間を活用して、なおかつ市民サービス

の向上を図ることを目的とするんだと。

そして３つ目には、そのことによって経

費の削減、節減等を図って、他の事業に

振り分けていく財源を生み出しなさいと。

こういった３つの中身がございました。

　それで、今回、指定管理者を１８施設

に絞り、現行で受託をしている施設管理

公社なり、事業団なりの現行での対応の

指定管理者にさせてもらいましたという

ことでございます。

　もちろん、これをどういうふうに位置

づけをするかということでありますが、

基本的には住民の利用に供することを目

的としない、例えば、市役所の本庁であ

りますとか、市民サービスコーナーであ

りますとか、環境センター、浄水場、直

接的に市民の利用に供するということで

はありませんので、それらは当然省かれ

ると。

　それから、もちろん個別法によりまし

ての形で公共下水道等々、道路法の関係、

これについては市長管理で行うというこ

とですから、これは適用されないという

ことで、最大限、今後民間に持って行け

る、またそういうことを今後検討すべき

施設として１８施設ということでござい

ます。

　ただ、このなかにもいろいろな基準も

ございますが、例えば具体的に、みきの

路なんかに本当に民間でいけるんだろう

かと。ああいう２４時間施設で民間に任

せた場合は、いわゆるそこに２４時間施

設で一番高いのは人件費でございますか

ら、そうするとそこに人件費を削られた

ときに入所されている、その人が非常に

困るということになるんだろうと。

　しかしながら民間に任せられないもの

でもないということが、これはあります。

今後具体的になります、この施設の中で

どれに、どれをもって民間にお任せをす

ることが市民の、よりサービスになり、

経費節減にもなるのかということのもう

一度、整理をしなければならないと思っ

てます。

　それで、各市も動いておるんですが、

具体的に議論をいたしましたのは、この

５年間とするか否かの問題でありました。

　それで、私どもこれを考えておりまし

たのは、現在、この施設の管理運営を委

託した団体といいますのは、その多くが

市の業務を委託させるために設立をした

という経緯もある施設もたくさんござい

ます。

　そして、また一番の問題は、思ってま

すのは、今後、民間にした場合、団体に

おいて委託業務を遂行するためにプロパー

の採用をいたしております、現実に。そ

うなってきますと、これは雇用問題も一

定、市の方がかかわってきた経過といい

ますか、そうなってきた経過もあるとい

うことも現実でございます。

　それで、今後も民間参入も含めて公募

といたすときに、今、雇用問題が課題と

なりますので、そのための検討期間とし

ては最長の５年間は、やはり一定必要で

はないかというふうに考えてございます。

　しかも民間企業が参入した場合、それ

ぞれ別のコアといいますか、核になる業
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務を持っておりますから、十分これは振

り分けはできるんですが、私どもの現在、

指定管理者については、この業務のみで

運営されているということを考えますと、

その辺のことも十分検討しなければなら

ないということも考えました。

　それからもう１点は、全国的にも５年

間が一般的であるという認識をしたこと

がございます。それで、現行の受託団体

が当初の導入時には、指定管理者になっ

ておるという実態が極めて多いというこ

とも確認をいたしております。

　そういったことで、今後の中身として

議論していくわけですが、ただ１つ、今

後の議論に大きくなりますのは、せっつ

桜苑問題であります。

　これが唯一の公設民営の、府下的にも

非常に民設民営に移している形がござい

ます。

　私ども、今、これをどういうふうに、

まずせっつ桜苑を扱っていくかというこ

とが、他に多くの、葬儀会館もございま

しょうし、他にもあるかもわかりません

が、まずこの障害者施設というのは非常

に慎重にと思ってますが、特にこのせっ

つ桜苑問題を中心とした一部、今後、葬

儀会館もございますが、それらをどうい

うふうに扱いをするかと。

　市としては、せっつ桜苑問題は５年後

の形としては、私ども今の段階では民設

民営として一定の運営をしたいという気

持ちは持っております。

　ただ現在の成光苑さんも相当な人材を

確保されて、やってこられたということ

も承知いたしておりますし、この辺は担

当課が一番よく知っております。

　その辺のところ、激変のことも考えな

がら、今後の、仮に５年後にいわゆる入

札をする場合、土地は市のものでござい

ます。その辺のことも考えながら、どう

いう考え方を取るのが一番、市にとって、

市民にとっていいことなのかと。

　私は、助役としては、まずこの辺のと

ころの整理をしなければならない。ただ、

多くのプロパーが働いておりますので、

そのことも十分お聞きしながら、例えば

成光苑さんがどういう形の事業運営が５

年後にできるのか。十分吸収できるのか。

それとも、そうなった場合については、

成光苑で今採用している職員を民間的に

は、そこを受け持ってもらうというよう

な条件もあるかもわかりません。そういっ

たいろんなことを考えてまいりますと、

一定、５年間の中で一定の整理をこれは

市でやるべきもの。現在の指定管理者で、

例えば社会福祉事業団でやるべきもの。

　また、みきの路のように現在の社会福

祉法人でやるべきものであるのかどうか、

この辺のことをもう一度整理をした上で

民間にやってもらうのが、よりサービス

がよくて、しかも市としても節減になる

ということの今一度の整理をした上で進

んでまいりたいというのが、今持ってい

る基本的な中身でございます。

　市として、一番気にしているのは、や

はりそこに働いておられるプロパー、職

員の方の身分をどうするかということも、

これは市として民間参入させる場合は、

そこに一定の処理を置いて、そしてその

中でそういうことがあるんであれば、み

ずからが民間の方に、また移っておられ

る方もおられるでしょうし、またここで

働きたい、そんなこと等も十分踏まえな

がら、いよいよのときを迎えるための、

これからの準備に入ってまいりたいとい

うのが、今、助役として申し上げるこれ

からの課題であり、今の現状であるとい

うふうに認識いたしております。

○嶋野委員長　本保委員。

○本保委員　ありがとうございました。
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　今、やはりきちんと課題点なんかも押

さえていただいているという状況の中で、

この５年間の中でまた取り組みをしなけ

ればならない点の大きなところには、助

役の方からきちんとお答えをいただいた

と、そのように思います。

　ただ、今後やはり、今、助役の方から

も出ました、せっつ桜苑なんかの扱いに

ついても、いろんな、今押さえていただ

いている以上の、やはりいろんな問題点

もあろうかと思いますし、この５年間の

間においても、このままでいいのかとい

うような問題点も既に発生しているよう

なことも聞き及んでいることもございま

すので、やはりこういった指定管理者の

方に指定してから、その次に至るまでの

５年間の間で、やはり行政の方がしっか

りと監督をしながら、またその中身につ

いても移行できる雇用の問題とか、大き

な問題もとりわけございますけれども、

もっと先ほどおっしゃいましたようなサー

ビスの向上というのが大きな目的の１つ

でありますので、利用者の方に対して本

当にサービスが行き届いているのかどう

かということを行政側としては特にこう

いった公設民営施設の場合、きちんと掌

握をして、チェック体制も強化していく

必要があるのではないかというふうに思

います。

　やはり、一番危惧しておりますところ

は、指定管理者の方に、先ほど助役の方

からもお話がございましたけれども、指

定する前段階での調査とか、移行する間

において、こういった形で雇用問題をど

う解決していくのとか、待遇処分につい

て、どう身分を確保していくのかとか、

さまざまな問題も起こってくると思いま

すけれども、この業務を指定管理者に遂

行していっていただくにあたっての、こ

ちら、行政側として監督体制をどのよう

にしていかれるのかということが１つ大

きな問題点ではないかというふうには感

じております。

　現状の中でも既に行き違いといいます

か、そういったことも耳にしております

から、やはり指定管理者の方で受けた問

題点に対して、行政の方に振ってきて、

行政が了解が取れないからできないとい

うような施設の改善なんかについても、

そういったトラブルというのが今後予想

されていくと、現在もやはりそういった

ことが起こりつつありますので、そういっ

た現状の中で今後、ＮＰＯとか株式会社、

民間の任意団体についても指名が可能で

あるというような現状をふまえて、それ

らに対する業者の条件をどうしていくの

かとか、これをどういった選定基準にし

ていくのかというようなことは、今後５

年間で検討されるというふうに、その中

身に含まれていると思うんですけれども、

５年間の間に起こり得る指定管理者と行

政との間のすき間について、どのように

対応していかれるのか。

　また、民間から一定の基準を設けて公

募されることに対して、５年間の間にど

のような準備をしていかれるのか。それ

らについてもお聞かせをいただきたいと

思いますので、よろしくお願いします。

○嶋野委員長　小野助役。

○小野助役　本保委員言われましたよう

に、今日までは受託主体というのは公共

団体なり、公共的団体が出資法人として

２分の１以上を出資することを条件にす

るんだというしばりがありました。

　それを一気に、法人その他の団体で、

今、本保委員が言われましたように、法

人格は必ずしも必要ではないと。ただし、

個人不可であるけどもと、そういった意

味でいきますとＮＰＯも入るということ

であります。
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　法人格が好ましいんでしょうけども、

法人格が必ずしも要らないですよという

ことを考えてまいりますと、多くの門戸

が開かれたというふうに考えます。

　それで、基本的にはこの１８施設、特

に市民を今、そういう介護なり、入室な

り、入居なりしておられる施設について

は、ここにおります担当もいろんな市民

要望なり、またクレームなりは聞いても

おります。また、頑張ってもらっている

ことも私どもも聞いてはおります。

　多様なニーズに本当にこたえきれてい

るのかと、もっと体制を強化してほしい、

もっと職員のサービスが悪いのではない

か、応対が悪いのではないかというよう

なことも、まま聞いてまいりました。

　ただ、私から１つ言えることは、この

５年間というのは、やはり頑張っていた

だかないと、その継続なりは、ないかも

しれませんよと。もっといいサービスが

あれば、もっとその形の中でさせていく

こともあるかもしれませんよということ

もあると思うんです。そこが非常に大き

いということを思っています。

　いわゆる市から受託すれば、もう、未

来永劫、市がある限り、受託ができるん

だということがなくなったんだというこ

とを、まずやはり十分なご理解を願わな

ければならないというふうにも思ってお

ります。

　これは担当から十分、これから話し合

いをしないといけない。ただ、問題は例

えばシルバー人材センターのように、国

自体が高齢化社会に向けて、高齢者施策

として打ち出しているシルバーというの

は、また別のものになるんだろうなとい

う、私、個人は思います。

　しかも、障害者施設というのは人件費

が一番かかるとなれば、ここを削るとな

れば、その入居しておられる入居者に対

して非常な問題が起こるということも考

えます。

　そして例えば、葬儀会館のように各地

に葬儀場はたくさんございます。これは、

非常に利益を生む率が高い。これをお渡

ししたときに、そこでどんなことが起こ

るのか。値上げが一斉に始まって、サー

ビスが悪いと。今、言われたとおりです。

そういったことも十分、我々として考え

なければならないということであります。

　今、本保委員が言われましたように、

まずはこの５年間の中で頑張っていただ

きますよと。市民がみんなが認めてるよ

うな、これほどのサービスは、なかなか

見当たらないというところまで、やはり

その能力も、それから人材もバージョン

アップをしていただく。まず、頑張って

いただきたい。

　何も、その５年間で変えますというわ

けではないんですね。いいものをいい質

で、いいものでやっていただきたいとい

うことをお願いをしてまいります。

　その中で、今、出しておる委託金につ

いても、この点はもう少し頑張っていた

だいて、その委託金をもう少し、市もこ

ういう状況ですから頑張っていただけま

せんかということも非常に言いやすいと、

私自身は今、思っております。

　だから、そういうことの中で、まずは

未来永劫ではないということをご理解い

ただいて、そして５年間により市民に、

市にとって信頼のあるものに頑張ってい

ただきたい、このお願いをすると。

　しかし、それが万一、違背するような

ことがあれば、私はこれは個人的ですけ

ども現在の５年間という条例をもう一度、

例えば見直しをさせていただいて、原則

という言葉を入れるのがいいかどうかわ

かりませんが、何も５年間に絞られるこ

とはないんではないかと。
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　今、５年間といたしておりますが、頑

張っていただきたい。しかしながら、非

常に悪いということになれば、私はその

状況の中で、この条例の問題は５年とい

うことも視野に入れながら、そんなこと

になっては嫌ですけども、そういうこと

も含めて考える余地はあるんではないか

というのが、私、助役としての考え方で

ございます。

　いずれにいたしましても、この指定管

理者制度の、まず熟知をしていただくこ

と。そして、単に変えるということでは

なくて、頑張っていただくこと。そして、

よりよいこの社会に負けないようなノウ

ハウを持っておられるわけですから、そ

こで今一段の市民サービスに徹していた

だくと、こういうこと等をお願いしなが

ら、この５年間の中で、しかしそれの違

背する場合は市は市で一定の考え方を持

ちますということで取り組みをしていき

たいなというのが今の市としての、助役

としての考え方でございますので、これ

から十分その辺を踏まえながら進んでま

いりたいというふうに思っております。

○嶋野委員長　本保委員。

○本保委員　ありがとうございました。

　やはり、この指定管理者制度、今、前

向きにしっかりと、この５年間で、また

５年の中は担保されてるんじゃないとい

うことをやっぱり指定管理者の方にしっ

かりと認知していただけるようにしてい

ただくということでございました。

　やはり、それは現行の指定管理者、こ

の名前が上がってる方たちだけじゃなく

て、やはり一般の募集をかけられる。こ

れから、その手順を踏んでいかれると思

いますけれども、そういった際にもしっ

かりと厳しいものであると、責任の大き

いものであるということを今おっしゃっ

たように周知徹底をしていただく中で、

よりよい業者の選定をしていただけるよ

うにお願いをしたいと思います。

　また、この指定管理者制度というのは、

やはり地域の活性化に、成功すれば大き

な役割を果たすと思いますし、この大変

な、今、行財政改革の大きな１つのとり

でとなる可能性も含んでおりますので、

さらなる充実をお願いしたいと思います。

　職員の皆さまも本当に限られた人数の

中で、新しい制度が次々できる中で、や

はり大変なご苦労もあろうかと思います

けれども、やっぱり摂津市の発展のため

という、やはり心意気でしっかりと、こ

れからもお取り組みをいただきたいとい

うことを要望いたしまして終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。

○嶋野委員長　ほかに質疑はございませ

んか。柴田委員。

○柴田委員　私も今、本保委員に関連し

た質問で、お答えいただいたんで、特に

指定管理者制度が３つの目的ということ

もおっしゃっていただきました。

　摂津、考えてみますと、今現時点では

ほとんどが市が直営でということやなし

に、施設管理公社だとか、いろいろなと

ころへお任せしてるんで、それの上に冠

が指定管理者制度というのがつくだけで、

５年間の猶予ということ、条例というこ

とになると思うんですね。

　１つ、考えますのは、５年後に民間が

参入されると、門戸を開いていくという

ことで、私も民間参入によって、民間が

どんどんと進出してこられることは、い

いことだなと思うんですが、ちょっと余

談な話ですけれども、昔、ある遊戯のそ

ういう企業をやっておられる方が、とて

もつないところに１つ店をつくられて、

この店、採算取れますかと聞いたら、取

れないですと。取れないけれども、母体

が黒字が余るんで、そこで、悪く言えば
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調整的な機能を果たしますというような

ことをおっしゃって、なるほど企業とい

うものは、そういうやり方もあるんかな

という感じをしたんですよね。

　そしたら、例えばうちが民間委託をし

たときに、このものの母体だけでやるな

らば当然、こんなものはできないけれど

も、その辺との絡みの中で、もし参入さ

れてこられたら、よそが仮に５，０００

万円かかると言われても、うちは２，５

００万円で十分、この内容をペイしましょ

うなんてことになってきたら、そのもの

自体は赤字になるんだけれども、母体、

本社とか上の会社がそれなりの収益を上

げるということで、ときには会社全体の

地域貢献への福祉の部分へのサービス、

ボランティアというようなことで、もし

参入されてこられれば、これ、普通の今、

管理公社にしても、何にしても目的を持っ

て動いてるところなんか、たちうちでき

ないと。こういうようなことも起こって

くるんじゃないかと。

　これ、ちょっと余談ですけど、１つの

事例は、あるレストランをつくられたん

ですよ。こんなレストラン、こんな場所

で、こんだけ金かけて、利益出ますか言っ

たら、いや、利益は出んでよろしいです

と。こちらに、ちゃんとその母体があり

ますからと、なるほどと、同じことを繰

り返しますけど、そういうこともあるん

で、私は確かに自由競争の時代での民間

参入ということは、民間のいろいろなノ

ウハウを使って、いいようにやっていこ

うということだけど、側面にはそういう

ものもあるということになりますと、今

日育ってきている我々から離れた管理公

社なり何なり、いろいろなところでやっ

ぱり就職されている人もありますし、そ

の辺の絡み、この５年間の間で十分、考

えていただく。

　ただ、民間に勝負できるような体制を

つくれと言うたって、今のようなものを

持ってこられれば、もう体制がつくりよ

うがないと、こういうこともあるという

ことをひとつ背景にお考えいただいて、

それでも民間がやると言えば、うちはコ

ストが下げられるんだから、渡すのかど

うかというような問題も将来生じてくる

んではないかなと、こういうことが１つ。

　それから、サービスということでおっ

しゃっていただいてるんで、ちょっと関

連するんですけれども、例えば摂津市の

児童センター、この辺はこうして指定管

理者制度をつくられて児童センターとし

ての今までの役割を十二分に果たし、な

おかつサービスというか、貢献のできる

ものと。

　最近、児童福祉センターのあり方につ

いて、これも先般、あるテレビなどでも

紹介されてたんですが、我々、児童セン

ターというのは、割と低学年の子どもの

センターということですが、児童という

のは１８歳まで法的に児童ということに

なりますので、例えば高校の不登校の方

だとか、中学校の不登校の方だとか、ま

たいろいろとその年齢に達する中での悩

みなり、いろいろな問題を持ってる人を

児童センターが受け入れをしていこうと

いうような形の中で活動が始まっている

ということを聞いてます。

　日本は、大体そういう部分は教育委員

会の流れの中で、こっちは昔で言うと文

部省、こっちは厚生省と、こういうこと

になりますが、今、児童センターの役割

は、そういう方々の児童という解釈をし

て、法律の最大限の解釈をして、そうい

う方々も児童センターの中で受け入れて、

いろいろなイベントもつくり、また話し

合う場所もつくっていこうというような

ことも出てきてますので、この管理者制
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度だけを取って言うんじゃありませんけ

れども、これからの摂津市の児童センター

のあり方として、そういうことも含めた

サービスというか、門戸を広げていこう

というようなお考えも持っておられるか

どうか。これ、ちょっと聞かせていただ

きたいと。この２点です。

○嶋野委員長　小野助役。

○小野助役　今、柴田委員おっしゃいま

した例えば損して得を取るということの

中身、私ども、これはちょっと個人的に

思ってますのは、施設管理公社が５年後

にどうなるのかなと。

　これは現在、文化ホールで文化事業を

たくさんやっております。そういたしま

すと、向こうには文化事業ではプロパー

も採用されております。

　しかし、具体的に言えば極めて厳しく

なるような形と考えますと、内部では施

設管理公社というのは、一定、我々十分

な議論もしながらやらなければならない

なというふうに思っております。

　それで、今後、選定委員会を設けて基

準を定めていくということでありますか

ら、その選定委員会の設けた中で定めて

いくということでありますから、その辺

のところはいつも気にするのは、私も思っ

てますのは、多品種の企業で損して得取っ

て地域貢献という名を持って、ここでは

損するけれども、市との指定管理者をも

らってることによって非常に業務として

他に売り込んで行けるというようなこと

も、これは十分あり得る話だろうなとい

うことは私どもも思っております。

　そういうところの見極めも、やはり一

定の市トータルの選定委員会の中で十分

議論して、そういうことを見抜かなきゃ

ならないというふうにも思ってます。

　もう１つ言われてる児童センター、具

体的に考えておりませんが、私個人は、

これはやっぱり地域のことは地域で決め

ていこうという考えは、私はこういった

ところで、こういう委員の方がおられた

ら、地域のＮＰＯなんかがやりましょう

というようなこともあるんだろうと思う

んですね。

　そういうことも可能なんですね。だか

ら、この５年間の中で地域の方が見てお

られて、今の児童センターの運営はこう

してるけども、我々ならこういうことを

やるけどなと、こういうことの中で現在

やったけど、こういうことができるよね

というようなことも私はあると思うんで

すね。

　だから、ＮＰＯというのも非常に大き

なこれからの存在だというふうには、基

本的には認識しております。

　そういった意味で、安いだけでやると

いうのは非常に危険があるというふうに

見てますし、そこに裏がありますから、

やはり私は市全体の中で助役としては選

定委員会をきちんと設けて、その基準を

つくった上で、そこでの議論で選定をし

ていくということをやらないと、非常に

ばらつきが出るというふうに思われます。

　今後の課題としては、そういう選定委

員会を必ず設けた上でやらなければなら

ない。そして、その裏にあるもの、損し

て得とるという考え方もあります。

　市の指定管理者になって、市の信頼を

得てるからできたんですよと、ここもど

うでしょうかと。摂津市さんとお付き合

いしてるんでしょうかと、これはあり得

る話だというふうに私も理解いたします

し、具体的な施設管理公社のありようと

いうのは、これはなかなか厳しいものが

あるだろうと。

　しかし、そこもやはり選定委員会の中

で十分そのことを議論しなければならな

い。また、ＮＰＯの活用というのは地域
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で、児童センターのあとには大きな立ち

上がりがあるとするならば、これは１つ

の大きな指定管理者になり得るものとい

うふうにも理解をいたしております。

　いずれにいたしましても、今後も形は

選定委員会の中で具体的に定めた上で、

それは想定しながらやらせていただきた

いなというふうに思っております。

○嶋野委員長　山本課長。

○山本こども育成課長　児童センターの

中高生に関するご質問でございますが、

今、施設の規模からまいりますと、近隣

の小学校の方を中心にご利用いただいて

る施設でございます。

　体育館が１階にございまして、２階に

小さい図書室、また会議室という施設で

ございます。

　午後になりますと、どうしても現在、

小学生のお子さんでいっぱいになってい

るというような現状もございます。

　また、３期の休み、春休み、夏休み、

冬休みにつきましてもお子さんが１階２

階でご活躍をいただいてるというような

状況でございます。

　また、中学生のそういう引きこもり、

不登校の方につきましては、現在、教育

研究所でいろいろと対応していただいて

ると思いますので、委員ご指摘がござい

ましたが、なかなか施設の規模からまい

りますと、その辺の受け入れについては

少し難しいのではないかというふうに考

えております。

　ただ、そういうところを一度研究して

みるというところは、中では思っており

ますので、その辺のところで考えている

ところでございます。

○嶋野委員長　柴田委員。

○柴田委員　次は、私の考えてることと

いうか、要望程度にしておきたいと思い

ます。

　先ほど、助役、大変これから難しい問

題もあるやろうけれど、私も言うてる本

人もコスト面で考えていき、しかもこの

精神は民間参入をどんどん、門戸を開い

ていこうと、そして安くやってくれると

いう人があれば、それはそこへ流れれば

いいわけですよ。

　しかし今日まで、管理公社を初め、い

ろいろなところでの協力関係、また人間

関係、いろいろなことを含めたときに、

単純にそれだけでいいだろうかというこ

と、私自身が感じたものですから少し取

り上げてみたんで、この辺は難しい問題

もあると思いますけど、十分、検討委員

会といいますか、そういう中で検討して

いただいて、５年後には新しい門戸の取

り組みというものをぜひしてほしいと思

います。

　それから、児童センターのことは、私

もちょっと内容を十分知らずに言うてる

んですが、ちょっとマスコミの受け売り

もありますけど、確かに、しかし他市、

またよその制度などを見ておると、我々

はややもすると児童というのは小学生以

下ぐらいに絞り込んでるけれども、法的

に児童というのは１８歳未満で、その方々

のことも含めた児童センターの有効なあ

り方というものも一考であるというよう

なことで、事例を持って出ておりました

ので、うちの方はどうなのかということ

をあわせて聞いてみて、今現状では、十

分、あの児童センターがフル稼働してる

ということであれば、それは今後また違

うところで児童センターを拡大するのか、

また教育委員会の研究室の方で、またやっ

てもらうのか。それは、いろいろと行政

のあり方はあると思いますけど、ひとつ

よそでも、そういうことを心がけて児童

という名のもとに児童センターの役割の

門戸を広げていってるというところもあ
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るということをひとつ認識していただい

て、受け皿をできれば地域に根ざした児

童センターが、より地域に根ざしていけ

る年齢層もそういうところまで拡大して

いけるというような方法を取れればなと

思ってるだけです。以上で結構でござい

ます。

○嶋野委員長　暫時、休憩いたします。

（午前１１時５８分　休憩）

（午後　１時　　　　再開）

○嶋野委員長　再開いたします。

　質疑のある方、挙手いただきます。上

村委員。

○上村委員　私の方から質問をさせてい

ただきます。

　指定管理者につきましては、以前から

私も何回か質問をしてまいりました。い

よいよ指定先が決まったということで、

今回、上程になってますけども、本来、

指定管理者制度というのは、経費の節減

を図ることを目的というのが目的の１つ

と上げられております。

　このことは、ずっと申し上げてきまし

たし、今回、このことも再確認をしてい

きたいというふうに思っております。

　この指定管理者の手引きによりますと、

設置条例が先ほど条例が決まりまして、

今回、管理者選定の手続きということで

手続きをされて、今回、提案されてきた

ということであります。

　その中で審査というか、手続きの中で

添付資料ということで、いろいろ審査す

る中で出されているものがあると思いま

すけども、申請用紙等々の中で、その中

で収支見積書が出されて、その中で出て

きておるというふうに理解しとるんです

けども、１２件の中で全部聞くのは何で、

代表的に、議案第８７号、摂津市立児童

センターについてと、議案８９号、摂津

市立せっつ桜苑、この２件だけで大体内

容的に、どういう流れで来たのかという

のがわかりますので、もう一度、ここに

決めた理由、本会議で言うてましたね。

ここにしますということを言ってます。

それの、児童センターについてと、せっ

つ桜苑についての選定理由と、それと収

支見積書というものが出されると思って

ますけども、そのことについて一度お聞

かせ願います。

○嶋野委員長　山本課長。

○山本こども育成課長　児童センターに

つきましては、児童福祉法に基づきます

児童厚生施設でございます。

　現在、児童の健全育成機能、子育て家

庭の支援機能、地域活動促進機能という

ことで、社会福祉事業団の方で各種事業

に取り組んでいただいております。

　年間主要事業といたしまして、伝承伝

統及び季節の事業に取り組んでいただい

ております。

　また、定例行事の事業といたしまして、

登録制の親子プログラムである「ひよこ

ちゃんよっといで」という名前の事業で

あったり、けんだまの認定、または映画

会等々を開催をしております。

　教室活動といたしまして、各種クラフ

ト、また専門の講師を招いた各種講座、

お母さん向けの講座等々、また小学校の

保護者向けの子育て講座等々を開催をい

たしております。

　また、クラブ活動といたしまして、集

団でクラブ活動を編成して継続的に行っ

ております。

　また、３歳児から就学前の親子を対象

にした「おもしろくらぶ」その他等々、

年間数多くの事業を実施していただいて

おります。

　この辺の事業実績を勘案いたしまして、

児童センターの開設当時から運営を委託

しております摂津市の社会福祉事業団の
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方を今回、指定管理者ということで議案

を上程させていただいたということでご

ざいます。

　収支見込みでございますが、平成１８

年度、来年度事業経費といたしまして２，

８９４万１，０００円を予定されており

ます。

　人件費にかかわるところで２，４２５

万円、管理費で２０５万８，０００円、

事業費で２６３万３，０００円を予定し

ております。計２，８９４万１，０００

円でございます。

　うち、市からの委託料というところで

２，８２８万６，０００円を予定してお

られます。

　５年間のトータルでいきますと、人件

費明細で１億２，６２０万円、管理費で

１，０２９万円、事業費といたしまして

１，３１６万５，０００円、計１億４，

９６５万５，０００円を予定をしておら

れます。

　うち、市の委託料トータルといたしま

して、収支見込み、現在、１億４，６３

８万円を予定しておられます。

　以上、収支見込みと管理者の選定の理

由でございます。

○嶋野委員長　登阪課長。

○登阪高齢者障害者福祉課長　せっつ桜

苑につきまして、ご答弁申し上げます。

　せっつ桜苑につきましては、平成９年

４月の開設当時から社会福祉法人成光苑

の方に業務を委託しております。

　現在、成光苑の方で委託しております

業務は、特別養護老人ホーム、それから

短期入所、これは高齢者の分と一部身体

障害者の分がございます。それから、高

齢者のデイサービス、それから、在宅介

護支援センター、それから、老人福祉セ

ンターがございます。夕方の配食サービ

スも一部委託いたしております。

　また、この指定管理者とは直接関係は

ございませんが、介護保険事業としてケ

アプランやホームヘルプサービス等もやっ

ていただいております。

　また、その他地域貢献のいろいろな事

業もやっていただいておりまして、地域

におきまして１つの高齢者施策の拠点施

設という形になっております。

　開設以来、介護保険に係るサービス以

外にも地域貢献等、いろいろな形で地域

におけますサービスの拠点となっており

まして、効果的、効率的な管理運営に努

めてきていただいている実績を有してい

ることをかんがみまして、今回、指定管

理者として指定するものでございます。

　収支計画書についてでございますが、

平成１８年度につきましては、収入とし

まして、先ほど申し上げましたように、

指定管理者制度に係ります特別養護老人

ホーム、ショートステイ、デイサービス、

在宅介護支援センター、配食サービスに

係る分といたしまして４億７１１万８，

０００円。

　そのうち、支出分につきましては、人

件費がそのうち２億７，７５０万８，０

００円、事務支出で４，６００万円、事

業費支出で８，３６１万円、計４億７１

１万８，０００円となっております。

　なお、５年間の総計は収入が２０億３，

７５６万円、支出も同額となっておりま

す。

○嶋野委員長　上村委員。

○上村委員　今回の指定管理者の指定先

の中で、単なる施設管理を委託してると

ころもあるんですけども、業務委託をし

ているところを今回聞いたんですけども、

当然、５年間、据え置き価格ですよね。

　今の年間のやつを５を掛けたら、５年

間の金額になるわけですよね。そういう

ことでもない気もするし。
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　ということは、これは予算執行上は、

毎年同じ金額が計上されてくるというこ

とになると思われるんですけども、そう

かなということと、あと契約が、本来は

契約が主契約があって、金額は別計で上

がる契約もあるんですよね。覚書みたい

なところでね。

　今回の場合は、契約の中に金額も込み

で契約をされるのか。そうすると５年間、

据え置きにずっとなりますよね。

　それで物価上昇とか、あるいは人件費

の上昇分とか、そういったものがほかの

やつも、これはただ２つだけ聞きました

けども、他の指定管理者に対して、それ

で納得してもらえるのかということが非

常に気にかかるところなんですけども、

そこはどうなっているのか、ひとつ教え

ていただきたい。

　それと、当然、コストダウンというこ

とで考えると、５年間は一定であるとい

うことであれば、５年先にはコストダウ

ン、下げる方向に行くものと思われます

けども、そのことが先ほど来、話が出て

ますけども、将来、全く別のところが受

けることも可能性があるわけですけども、

その辺はどうでしょうかねということ。

　以上、それだけ聞かせてもらえますか。

○嶋野委員長　山本課長。

○山本こども育成課長　児童センターの

収支見込みにかかわりますところで、５

年間のトータルでございますが、現在、

管理費、事業費につきましては、１８年

度と同額ベースで、今、試算をしていた

だいております。

　ただ、人件費につきましては、人事課

の方ともいろいろ協議をいたしまして、

やはり現在の状況、今の段階では定期昇

給分を２パーセントという数字で見込ん

で、人件費分を試算をしております。

　ただ、毎年、社会福祉事業団の予算執

行につきましては、私どもこども育成課

と高齢者障害者福祉課が事業団職員と毎

年、予算査定を行っている現状でござい

ます。

　その中で、協定書につきましては、先

ほど申しました金額が一応、上限という

ような形で明記をすることになるとは思

いますが、過去の経過からいきますと、

やはり毎年毎年予算査定をしていくこと

になろうかなと、今は考えております。

その中で上限が先ほど申しました児童セ

ンターであれば、市委託料合計で１億４，

６３８万円と、これを上限にいたしまし

て毎年の査定で各年度の予算、各施設の

予算を決めていく予定にしております。

○嶋野委員長　登阪課長。

○登阪高齢者障害者福祉課長　せっつ桜

苑につきましては、先ほど申し上げまし

た中で、特別養護老人ホーム、短期入所、

配食サービス、それからデイサービスに

かかる費用につきましては、ご指摘のと

おり、１８年度から２２年度の事業につ

きまして同額で上げさせていただいてお

ります。　

　市の委託事業であります老人福祉セン

ターの分につきましては、一部、人件費

のアップを見込んでおります。

　なぜ、そういうふうに違うのかという

ことなんですけども、いわゆる老人福祉

センター以外の配食サービスもそうなん

ですけども、それ以外の部分につきまし

ては、いわゆる介護報酬で運営されてお

ります。今後、介護報酬がどのような形

で移行してくるかが全然読めない状況に

なっております。

　基本的には、介護報酬に基づく実績に

応じた委託料となっておりますので、先

が読めないということで、１８年度の委

託料と同じ金額で２２年度までに、同じ

金額で上げてこられております。
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　ただ、老人福祉センターにつきまして

は、毎年、人件費が一定のアップは見込

めるということで、少し人件費のアップ

分を見込んでおられます。

○嶋野委員長　上村委員。

○上村委員　５年間という契約をする中

で金額だけが毎年変わってくるというこ

とですよね、結果的には。

　これだと、５年間の意味がないんです

ね。これ、５年間と条例で定めてますか

ら、こうなるんですけれども、そのとき

はお金のことは条例の提案のときにはお

金のことは余り聞いてませんけども、下

がるんですということは聞いてますけど

も、５年間契約しながらお金は毎年上がっ

ていくということでは、これは指定管理

者制度にする目的を達してないんですよ

ね、本来から言うと。

　だから、本来は、５年間契約するんで

あれば、５年間の据え置き値段を了解の

上で契約するんですよ、本来はね。

　ここの庁舎管理もコスト減ということ

で、１年契約やったやつを３年にしまし

た。そのかわり値段も下げますという庁

舎管理の契約をしたことがあります。

　今回も５年契約するということであれ

ば、本来はこの金額でやらせていただき

ますと。その分は、自助努力で、その金

額に合った管理をいたしますというのが

指定先のするべきことではないかなとい

う気もします。

　そういった意味では若干、矛盾点もあ

る中で走らざるを得ないというのが今回

の指定管理者制度かなというふうに思っ

てますし、委託金額を毎年、児童センター

であれば２，８９４万円上げてるわけで

すよね。その中で運営費であるというこ

とになりますし、これはもうすべての事

業を委託するということなんですか。そ

れ以外に、児童センターにかかわる事業

を別途委託ということは、絶対あり得な

いんですよね。それは確認しとかないと、

２，８９４万円、児童センターに指定先

に委託料を払ったと、それとは別個にま

た、別なこの事業をやるから、またこれ

してくださいという５年間の間に、そう

いうことがあり得るのかどうか。

　ほかのところに対してもですよ。そう

いうことがないのかどうか、それだけは

きっちり確認しておかないと、それを含

んだ中での契約の仕方なのか。

　この２，８９４万円という児童センター

に係る契約料が、どういう意味合いを持

つのか。

　せっつ桜苑にしてもそうですけど、そ

ういうことがないのかどうか。

　だから、実際に金額は決まったけど、

それ以外の事業、またこれをお願いしま

すと。１００万円でお願いしますという

ことでしていけば、意味がなくなるので、

そういうことは絶対にないんですなとい

うことをまず確認しておきたいと思いま

す。それだけ、お願いします。

○嶋野委員長　登阪課長。

○登阪高齢者障害者福祉課長　今、委員

ご指摘のとおり、当然、当初５年間の金

額については１８年度の金額をそのまま

５年間の中で同じ金額で契約していくと

いうことが原則だというふうに我々も思

います。

　しかし、例えば１つの例をとりますと、

ふれあいの里のはばたき園やひびき園等、

そこに例えば来られる方によっては、例

えば非常に重度な方が来られた場合、例

えばことしの場合でもそうなんですけれ

ども、非常に多動で動き回られる方が来

られると。そしたら男性職員２人が、ほ

ぼ常時つかなければならないといったよ

うな方も来られるわけです。

　ですから、例えばそういうふうに考え

－ 30 －



ますと、これ、もし民間の社会福祉法人

さんにお願いをした場合でも恐らく、ま

ず出されてきた金額、こういった事業を

お願いしますということで出されてきた

金額について、一番、事業内容もしっか

りしてて、金額的にも安いところを指定

をしたとしても、現実に来年入ってこら

れる方が例えば非常に重度な方で特別な

配慮が要るといった場合については、当

然これは別途協議という形になってくる

だろうと思うんです。

　今まで、我々も基本的にははばたき園

について、養護学校の例えば３年生の進

路指導の中で果たして、この方がどこへ

進学をされるのか。進路を求められるの

か。

　そして、例えば、はばたき園やひびき

園へ来られるんでしたら、そのときどう

いう体制をつくっていくのかということ

について、現場の実習もしていただき、

現場の職員とも話をして、この方たちを

どういう体制で、そしたら支えていくん

だという議論を抜きには金額を決められ

ないというのは現状でございます。

　また、一方で施設の修繕等もあるわけ

ですね。それも、そういったまず人的な

整備をどうするかを決めた上で我々が持っ

ている限られた予算の中で修繕等もどう

いうふうにしていくかということを今ま

で決めてきたという経過がございます。

　そういう意味では、例えば自転車の駐

輪場のように、１人の方の単価が何ぼで

何人の方がそれに従事されて、掛ける何

ぼで金額が出てくるというような事業で

はないということでございます。

　したがいまして、なかなか現実的な問

題といたしまして、我々としてはそれと

先ほど言いました介護報酬が、どういう

ふうに変わってくるかとか、いろんな諸

事情がございますので、１８年度予算で

決めた額が５年間、それがもうきちんと

した額だというふうなことには、現実に

はなかなか難しいというふうに考えてお

ります。

　したがいまして、我々としましては、

この額を一応、限度として、我々として

具体的には毎年毎年の状況の中で、どの

ように金額を下げていただくかという、

こちらから言いますと、その査定的なも

のをさせていただかないと、だめだとい

うふうに。その中でお互いに努力をして

いくということでしか、やはり福祉施設

については現実的には難しいのではない

かというふうに思っておりますので、そ

のあたりにつきましてはご理解をお願い

したいと思います。

　それから、今後５年間で新しい事業に

ついて、別途の形で契約をするのはおか

しいというご指摘でございますけども、

昨今の福祉の状況を見てますと、次から

次と、やっぱり新しい事業が国や府から

打ち出されてまいります。

　これをやはり、市が直接やることは、

今、ほとんど不可能でございますので、

いずれにしても、やはりそういった社会

福祉法人さん等に事業委託をしていかな

ければならないということになっており

ます。

　したがいまして、これはまた、別途に

新しい事業として委託するのか。あるい

は本体事業の中で処理をしていくのか。

それについては、また今後、当然予算の

中で審議をしていただかなければならな

いことだと思っておりますので、その個々

のケースについて審議をお願いすること

になるかというふうに考えております。

○嶋野委員長　山本課長。

○山本こども育成課長　児童センターに

係るところのご答弁を申し上げます。

　現在、児童センターの使用範囲という、
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お使いいただける範囲でございますが、

保護者の方が同伴していただける乳幼児、

２番目に小学生、３番目に児童関係の指

導者及び、これに準ずる者と、４番目と

いたしまして、その他市長が適当と認め

る者というような範囲になっております。

　この範囲で、我々の方が仕様書で提示

しております事業をしていただく分につ

きましては、先ほどご答弁申しました金

額を上限にしていくというところは基本

で持っております。

　ただ、やはり児童センターの児童とい

うところで、先ほど小さいお子さんだけ

じゃなくて、中学生等にも広げていく努

力を一度検討も、勉強もするようにとい

うようなお話もございました。そのよう

に使用範囲を拡大するような際には、ま

た改めて条例等でご審議いただいて、そ

れにかかる経費につきましては、場合に

よりましては、先ほど申しました金額よ

り上乗せになるという場合が出てくるこ

とも考えられるというふうに考えており

ます。

○嶋野委員長　上村委員。

○上村委員　聞けば聞くほど、ちょっと

矛盾というか、おかしくなってくるんで

すけども、要は５年というものを決めた

ということで、先ほど助役の答弁の中で、

この５年というものについては今後検討

していきたいという答弁がありました。

　５年間という長期契約をするというこ

とが、かえって足かせになって、施設管

理であれば、施設管理だけであれば５年

間という長期でも、これは別に問題がな

いと思うんです。

　ただし、業務管理、業務委託をする管

理ということになると、これは時代の流

れとともに、この今の福祉制度が年ごと

に変わるような時代には、なかなかそぐ

わない面もあるわけです。

　やはり、お金をきっちり、使い道を明

確にしているということでは、契約とい

うことでお金を決めるということがある

んですけど、しかし福祉という観点から

いくと、国の制度も変わったりというこ

とで、やはりその金額を見直さざるを得

ないということになった場合、やはりこ

の５年という契約にしばりがあって、５

年間は本来はできないんですけども途中

で見直しをするということが必要になっ

てくるわけですよね。

　当然、予算、１８年度については、今

の現制度でそのままいくということで、

もう決まってますよね。１９年度の予算

については、この福祉制度が、国の制度

が変わったり、いろんな市民ニーズがあっ

たりといった場合には、当然金額も見直

しせざるを得ないというのが現状ではな

いかなというふうに認識しました。

　やはり、この指定管理者制度を導入し

た目的は、サービスの向上と経費の削減

というのがあります。そこらをこれはほ

かの案件も十分に聞きたかったんですけ

ども、時間がないので聞けません。大体

同じような論点にはなってくると思うん

です。

　最後に、部長か助役の方から、これら

についての考え方を私の言った５年間と

いう契約の中で、本来は５年間据え置き

確保というのが契約上はあるんですけど、

毎年毎年、金額については変化します、

見直しせざるを得ないという実情に対し

て、どう、我々は市民に対して、市民に

説明するときは指定管理者制度というの

は何ですかと聞かれたときには、このタ

イトルの、前から言ってますように指定

管理者制度というのは、市民から聞かれ

たら、市民ニーズにより効率的、効果的

な対応をするためここの施設の管理に民

間の能力を活用しつつ、住民サービスの
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向上を図るとともに、経費の節減を図る

ことを目的として指定管理者制度を導入

しますと。

　よって、摂津市におきましては今回、

我々の所管では１２のところが指定管理

者にしましたと、こう説明するのに、何

ぼお金はどうなのかと聞かれたときに、

苦しい説明をせざるを得ないんですけど

も、今言った、答弁いただいた中で市民

に説明せざるを得ないということがあり

ます。そういった中で、部長としてこの

ことについて、どう考えておられるのか

お聞かせ願います。

○嶋野委員長　堀口部長。

○堀口保健福祉部長　本来、指定管理者

制度といいますのは、委員のご指摘の部

分もございますし、指定管理者制度の導

入は、同じサービスなら、より少ない経

費で、同じ金額なら、よりよいサービス

が提供できるようにというのも１つの目

的でございます。

　そして、今、指摘の部分の児童センター、

あるいはせっつ桜苑、福祉センターです

けれども、これにつきましては、専門的

な知識を有する、そういう必要のない部

分もあるかもわかりませんけども、この

児童センター、あるいは人を対象とした、

例えば入所者を対象としたという部分で、

すぐに経営者、あるいは職員が変わると

いうのも、その対象となる人に動揺を与

えるというのも大きな問題もございます。

　５年間というものは、いかに経費の節

減、あるいは同じ経費ならば、よりよい

サービスができるというようなところに

持っていくのが大きな目的でありまして、

一概に、すぐ来年度から、どんだけ下が

るねんというようなことは、今のところ

は少し無理かなと。何年かをかけて、そ

の５年間といいますのは、それらも含め

た考え方の中で、いかに安くで同じよう

なサービスが提供できるのか。

　そして、任せても安全な、ほかの民間

業者があるのかというようなことを検討

していく期間でもあるのかなと考えてお

ります。

○嶋野委員長　上村委員。

○上村委員　指定管理者制度、経費の削

減という中には、今までの委託料を下げ

るということの目的以外にトータル、役

所にかかる経費と見た場合には、そこに

お願いするんですが、こっち側の人の経

費が減ってこないと、おかしいんですよ

ね。今まで抱えてた分を向こうに任せる

ということも、業務をきっちり、すみ分

けするということでは、そういったこと

もぜひ頭に入れながらやっていただきた

いということと。

　予算上は、これは１８年度予算にやっ

た場合には、これは指定管理者が一括で

児童センターであれば２，８９４万円と

いうのが予算に計上されるわけですよね。

　それは毎年計上されて、予算審議がで

きるということだろうし、決算ではちゃ

んとその結果が出てくるということで、

我々議会のチェックは、そこでできると

いうことでいいんですか。

　そういうことであれば、また予算の中

できっちりチェックしていきたいと思い

ます。

○嶋野委員長　安藤委員。

○安藤委員　今の質疑の中で大方、疑問

な点などもお答えをいただいているわけ

なんですが、お聞きしていれば、上村委

員がおっしゃっていましたように、聞け

ば聞くほど、なかなか難しい矛盾に満ち

あふれている指定管理者制度そのものが、

福祉施設に本当に合ってるのかどうかと、

改めて疑問に思うわけですが、この指定

管理者制度が条例上、指定管理者制度の

導入の条例は、もう既に可決されて、今
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回も指定ということでございますので、

そこには触れずに数点質問をしたいと思

います。

　今回、福祉施設を含めて指定管理者を

指定するということに当たって、今もご

質問の中にありましたけども、指定管理

者の指定のときに市民の平等な利用が確

保されていることとか、申請時に添付す

る事業計画書の内容が施設の効用を最大

限発揮、管理の経費節減を図られるとか。

物的能力、人的能力、こういったものを

しっかり持っている団体なのかどうかと

いうところが、きっちり指定される中で

第７条にうたわれているわけですけども、

今回は５年間、現行管理委託をしている

ところに委託するということで、すぐに

は、ここについて具体的に中身をチェッ

クするということは、それほど、当然必

要でしょうけれども、重きをなしてない

のかもしれないんですけれども、ただ、

議会で審議をする際に、この指定先、指

定をするという、いろいろな資料がある

はずですので、例えばこういった団体に

は定款はこうである。こういう会社は、

役員構成はこうであり、出資はこういう

ような形であり、今もご質問がありまし

たけども、事業計画書であったり、収支

見積りであったり、そういったものにつ

いては、あらかじめ、議会の方にも提示

をしていただきたいということを最初に

要望しておきたいと思います。

　それで、この指定管理者制度を指定先

を決めたあとに、協定書というものが結

ばれるというのが手引きの中で触れられ

ているわけです。

　条例の中でうたわれてないものなどに

ついて、苦情処理の問題であるとか、そ

れから情報公開の問題であるとか、協定

書を結ぶというようなことも書いてある

わけですけども、今回、協定書はどのよ

うな形になるのか。

　それから、その協定書の中身について

の公開の状況はどうなのかについて、ちょっ

とお聞かせをいただきたいと思います。

　それと、この指定管理者の指定先につ

いてですけども、市長ですとか、議員な

どの兼業規定は当てはまらないというふ

うに理解してるわけですが、指定をする

側と指定される側と同じ人がやっている

ということに関して、摂津市がどうだと

いうことではありませんが、システムの

問題からいって、不正や癒着を生み出す

ような土壌になりかねない。心配がある

と思います。

　今後、５年先には、公募などを行って

民間の参入がある中で選定委員会を設け

て、透明性を高めながら、透明性を確保

しながら、より合理的な説明ができる指

定をしていかなければいけないというと

きに、この兼業規定がないけども、そこ

の団体の長であったり、役員に市長や議

員の家族、関係者が入っているというと

きに、果たして第三者からの指摘に耐え

られるのかどうかと、そういうような心

配もあるわけです。

　現段階でも施設管理公社であったり、

保健センターでは、現市長が理事長を務

めておられるわけですが、今までも管理

委託のときでも、それは継続してるわけ

なんですけれども、改めてこの指定管理

者制度、住民からも、そして民間参入が

されようというような動きがつくられて

いく中で、その点についてはどういうふ

うに考えておられるのか。ちょっと全体

の中で、教えてください。

○嶋野委員長　暫時、休憩します。

（午後１時３８分　休憩）

（午後１時３９分　再開）

○嶋野委員長　再開いたします。

　堀口部長。
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○堀口保健福祉部長　それでは、兼業の

部分について答弁させていただきます。

　我々保健福祉部の関係では、社会福祉

事業団の理事長、そして保健センターの

会長、それが市長ということになってお

ります。

　社会福祉事業団は、６１年に設立され

ており、当時の社会福祉事業団等の設立

及び運営の基準に社会福祉事業団の理事

長は、原則として都道府県知事、または

市長とするとありました。ということか

ら、当時の市長が理事長に就任されてお

ります。

　これにつきまして、大阪府知事の、当

然許可も受けておりますので、市長が社

会福祉事業団の理事長に就任するという

ことは、何ら問題はないと考えておりま

す。

　それと、指定管理者による公の施設の

管理は、地方公共団体の管理権限の委任

により、当該地方団体にかわって行うも

のであって、いわゆる請負ではないとい

うふうになっておりますので、兼業禁止

の規定は適用されないというように考え

ております。

　ただ、先ほどのご指摘の部分で公平性

の部分はどうなのかなという部分から見

ますと、若干疑問も残るところはあるん

ですけれども、今の指定管理者制度にか

わることによって、理事長名が今のまま

ではまずいのではないかということのご

指摘には当たらないかなと思っておりま

す。

○嶋野委員長　小野助役。

○小野助役　大きな中身でございますの

で、私の方から申し上げます。

　午前中も若干申し上げたんですが、今、

委員ご指摘のように、まず公開の問題は、

例えば指定管理者選定委員会でも手続き

の公平性、透明性は確実に担保されなけ

ればならないということを考えますと、

その公開というのは、その中に当然入る

と。基本的に入るというふうに考えます。

　それで、今後の中身なんですが、今後

５年間に何をどうするかということです

が、具体的には午前中に申し上げました

選定委員会の中での議論は、この指針に

も書いておりますけども、施設ごとにや

らなければならない点もたくさんあると

思います。これだけの施設の中身ですか

ら。トータルでは、なかなかできないだ

ろうなということは予測いたします。

　ここに書いておりますように、応募資

格であるとか、評価基準であるとか、事

業評価、業務評価、評価基準に基づく評

価、こういったことがきちんと、やはり

担保されておると。しかも、それらの公

開がされるというようなことになると思

います。

　それで、これは書いておりますように、

事務事業の内容点検は欠くことはできな

いことでありますから、先ほど上村委員

の方にも言われてましたように、今まで

は単に委託内容でもっての審査、審議で

ありました。

　今後、１つの指定管理者における予算

における内容、それから事業内容、その

指定管理者の評価を行って、当該課の評

価はどうなんだというようなことも、こ

れはそういうことも含めての、これは相

当な議論になるだろということは、たや

すく感じております。

　そういった意味で、今後、事業内容の

点検の具体的にどういう基準で、どう定

めていくのかということも、これはまた

具体的にやらなければならないことも考

えておりますし、もう１つは、より以上

に効果的、効率的な管理運営と、先ほど

言われてました。それで、法人職員の処

遇というようなこともありますし、これ
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も今まで各単体でそこのプロパーの給与

体系なんかも決めてこられた経過が若干

あるように思ってます。これを今後にお

ける５年後のことを考えれば、どれぐら

いの人員で相当、市の内部であれば相当

厳しくやっております。そういったこと

の、これを今少しのチェック体制を見る、

それから給与体系の問題がございます。

当然、我々の集中プランにも当然、連動

してもらわなければならないこともあり

ますし、そういったことの処遇と定員問

題、そして業務内容、そこには組織の来

るべき時代にも自立をして、十分対応し

てもらえる内容にしてもらわなければな

らないというようなこともありますから、

そういったことを十分考えながら、これ

からのことですけども、一定のことをま

とめて議会のご質問にも十分対応できる

ような、こちらのノウハウ、基準、手続、

フレームづくり、そういったものをでき

るだけ早く考えながらお示しをする中で、

次の予算の委員会、決算の委員会等で十

分な議論をしてもらえるような、また資

料も出せるような、また十分な我々の答

弁ができるような形の、想定は正しくで

きますので、そういう形も持ちながら対

応させていただきたいなというように考

えております。

○嶋野委員長　安藤委員。

○安藤委員　要望しておきたいと思いま

す。

　先ほど、これまでの質疑、それから助

役からの今後の課題の問題点などのご説

明でもよくわかりましたけども、指定先

を選ぶときに、先ほどの議論もありまし

たけども、やっぱりお金だけではないと。

もちろん人、福祉の現場であれば、当然、

相手が人であるわけですから、今までの

継続性であったり、それからサービスの

中身であったり、その社会福祉施設が持っ

ている目的に、どこがどのように生かせ

るのかと。そういった観点からの指定が

非常に重要になってくると思います。そ

ういう意味では、選考委員会がこれから

検討されていく中で、個別の施設ごとの

選定委員会をつくる上で、やはり利用者

の方々の意見というのが本当に重要なこ

とだと思いますので、利用者の代表の方

もそこに入ってもらう。専門の知識を持っ

ておられる方も入ってもらう。そういう

ような住民の声、それから利用者の声が

生かされるような選定委員会を検討して

いただきたいということをお願いしてお

きたいと思います。

　それからもう１つは、経費の削減で、

同じサービスであれば、より低く、同じ

料金であれば、よりよいサービスをと、

これはよくわかります。

　ただ、それを追求する上で、今後いろ

いろな団体が参入してくる中で、経費の

削減を進めていこうとすれば、やはり福

祉の現場であれば人件費がほとんどであ

りますから、人件費に焦点が当たってこ

ざるを得ないと思うんですね。

　指定する側として、経費の削減をお願

いはしながらも、経費の削減のしどころ

についても、やっぱりきちんと目を光ら

せていくということは大事ではないかと。

この金額で人件費を削減してきましたと

出てきたものが、もちろん削減は目的の

１つではありますけども、この削減額で

ほんまにできるんですかと。

　先般、障害者団体の方々のお話をお聞

きする機会がございましたけども、学校

を出て、福祉現場にやりがいを持って就

職された方々。しかし、収入、補助金の

問題で、やはり自立して生活していける

だけの収入が得られないというような現

状があるというふうに聞きました。

　ずっと働き続けられるような、やりが
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いを持ってやれる仕事が働き続けられな

いような環境にあれば、人も育たないと

思いますから、そういう点ではやはり人

件費の問題の削減に絞ったような指定の

選定の仕方というのは、ご承知だと思い

ますけども、ちょっと重ねてお願いをし

ておきたいと思います。

○嶋野委員長　ほかに質疑はございませ

んか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○嶋野委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時、休憩します。

（午後１時４６分　休憩）

（午後１時４７分　再開）

○嶋野委員長　再開いたします。

　議案第７８号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。質問のある方、挙

手を求めます。村上委員。

○村上委員　６ページ、款３、国庫支出

金、項１、国庫負担金、目１、療養給付

費等負担金のことなんですが、５，５９

０万７，０００円というのは、過年度療

養給付費負担金精算分ということで計上

されてるんですけども、この内訳につい

て再度詳細にお聞きしたいと思ってます

ので、よろしくお願いいたします。

○嶋野委員長　それでは、答弁をいただ

きます。過年度療養給付費負担金精算分

の内訳について、佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　これにつきまし

ては、この予算の名称にもございますよ

うに、１６年度の国保運営にかかる国庫

負担分、いわゆる医療費の、当時であれ

ば約４割相当が療養給付費の負担金とい

うような形で国の方からちょうだいでき

るわけですが、この部分につきましては

当該年度は概算払いというような形になっ

ておりまして、年度が終了いたしまして、

翌年度の７月ぐらいになりますが、事業

実績報告書を出して、その年の分が確定

すると。

　その段階で、概算払いよりも実際にか

かった金額が、いわゆる４割相当分が多

ければ翌年に精算で追加交付になると。

　また、概算払いの方が多ければ、翌年

で今度は償還金というような形でお返し

をすると。こういう流れの中で行われて

いるわけですが、この１６年度について

申しますと、いわゆる医療費部分の大も

とになります金額が３０億７，９７０万

円ほどでございまして、ここから保険基

盤安定繰入金の国庫負担分、これが１億

５，７８９万円ほどございますが、これ

を除いた金額に対して４割というのが国

の計算式になっております。これで計算

してまいりますと、１１億６，８７２万

４，０００円というのが補助基本額にな

るわけでございますが、これに対しまし

て概算交付が１１億１１万９，３７１円

の交付になっておりましたので、この差

額分、厳密な数字を申しますと５，５９

０万８，６５４円、これが１７年度になっ

てから精算交付になると。

　ところが、今回、補正をお願いいたし

ますのは１，０００円だけ少ないような

形になっておりますが、これは当初予算

段階で予算の枠取りというようなことで

１，０００円だけ計上しておりますので、

その部分が相殺されるというような形に

なっております。

○嶋野委員長　村上委員。

○村上委員　今の説明で、内訳というこ

とで話はありました。１７年度当初とし

ての計画の考え方というんですか、そう

いうようなものを含めまして、この方向

性というか、それが何かあれば教えてい

ただきたいなというふうに思います。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　これにつきまし
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ては、この国庫負担分、それから療養給

付費の交付金、これは診療報酬の支払い

基金からいただいてる分ですが、両方と

も概算払い、精算払いというような中で

動いてるという形になっておりまして、

当初予算につきましては、例年、１月の

末ぐらいに予算編成が終了するというよ

うなことで、この段階ではいえば事業の

途中でございますので、一応、予算とし

ては一定の計算式に基づいて得られた数

値を上げざるを得ないと。

　それから、実はそうなると、概算払い

も一定の割合で交付されるようであれば、

誤差調整が可能なわけですが、実態を見

てまいりますと、国庫負担金なり、診療

報酬の支払い基金からの交付分というの

は、実は国を例に取って申しますと、国

庫の収入の状態によって交付率が１０割

であったり、８割でとまったりというよ

うなことが現実は恣意的にされているた

めに、なかなか事業実績が出てみないと

予測がつきにくいという状態がございま

す。

　そういう中で、概算払いが少なく見積

るというような形になりますと、当初予

算段階から歳入欠陥になってしまうよう

なことがありますので、現状としては実

際に国保運営に携わる者としては、年度

末段階できちんと精算されるのが一番、

運営上はありがたいわけですが、こと個

別保険者がどうこういうような形で、な

らんような仕組みになっておりますので、

とりあえずは先ほど申しましたように一

定の計算式によって得られるものについ

ては、その部分を予算計上していくとい

う現行のやり方を続けざるを得ないとい

う現状でございますので、その点はご理

解をお願いしたいなというふうに考えて

おります。

○嶋野委員長　村上委員。

○村上委員　ありがとうございます。

　先ほどの話もございました。とにかく

概算という当初設定という話ですので、

本当にプラスアルファ、見るとかそうい

うものではなくて、本当に今の実績等、

一定の計算式でもって、そういう概算要

求されているという話もありました。

　一定、計画どおり進むのが基本的な路

線だと思いますので、その点、また過去

の実績なり、社会動向なりをまた見てい

ただいて、予算編成を今後考えていって

いただきたいなということで、これは要

望だけさせていただきます。以上です。

○嶋野委員長　ほかの方、質問はござい

ませんか。安藤委員。

○安藤委員　先ほど一般会計の方で繰り

出し、こちら、特別会計でいけば繰り入

れになりますけども、決算の審査の中で

も今のご質問で概算払いと精算払いによっ

て国保の運営、非常に難しいというのも

よく理解できるわけですけども、そうし

た中でも国保の財政が今度見ますと、ま

だ財源が手当できない雑収入が３億７，

０００万円ほど残っていると。

　来年度の保険料が非常に心配されるわ

けですけども、そうした国保財政の中で

赤字が保険料として、そのままはね返っ

てこないためにも、保険料軽減のための

繰り入れ等もやられてきているわけです

が、一昨年と比べても保険料軽減分、四

千五、六百万円ぐらいですか、下げられ

たままだという状況のもとで今回一般財

源、これは先ほどもありましたけども法

定の部分だというお話でありますが、そ

れをやっぱり保険料を抑える。少しでも

抑えるということで言えば、軽減のため

に残していくと。

　特会の中で確保していくというような

ことが必要でないかなと思うんですが、

改めてちょっと、その点、もう１回教え
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てください。

　歳出のこの補正予算書の５ページを見

ますと、歳出の款ごとの数字が出てるわ

けですが、一番右の一般財源が６，１８

９万４，０００円、国の方からのお金が

交付金等が出てきてということで６，１

６４万９，０００円がついてきたと。そ

れで、一般財源の方が６，１８９万４，

０００円減ってきたということですから、

これが当然、財源手当のつかないところ

に回ったりするんでしょうし、残りの部

分が一般会計の方に繰り戻しがされたり

するわけですけども、ここをやっぱり国

保の運営という意味で、それから利用者

の立場ということからいって、保険料軽

減のところに残すというような考え方と

いうのは取れないのかどうか。同じよう

な質問なんですけども、ちょっと教えて

ください。

○嶋野委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　まず、５ページ

の一般財源のマイナス６，１８９万４，

０００円、この部分でございますが、こ

れはいわゆる一般財源の中には、国保特

会の中でいう収入項目の雑収入、これが

すべて一般財源区分で計上されていると

いうようなことになっておりまして、そ

ういうことも合わせまして、いわゆるこ

この数字が減ってるような形なわけです

が、ご質問の部分につきましては、先ほ

ども申しましたように、７割、５割、２

割の軽減対象が減って、基盤安定の繰入

金が減少すると。

　これを反対に申しますと、保険料の賦

課額がその分だけふえるというような関

係になっておりますので、これはもう１

つ言い換えますと、医療費の総額から国・

府等の負担金なり、交付金なりを除いた

残り、これが残りの部分が本来は保険料

という構造になってるわけです。

　ただし、この保険料の中で、７割、５

割、２割の軽減がかかった部分について

は、当然その部分を国・府・市の方で補

てんしましょうと。

　ですから、補てん額が減ると、実際上

の保険料の請求額が自動的に上がるとい

う会計構造になってますので、あえてこ

の部分を当初予算見積りよりも基盤安定

の繰入金が減額になったから、これを抱

えないと、国保特会に穴があくと、こう

いう会計構造にはなっていないというこ

とでございます。

　ですから、反対にこれをした場合につ

いては、年度途中で保険料を下げるとい

う会計処理をしなければいけなくなると

いうような問題も現実には出てまいりま

すので、というのは年度途中で法定外の

繰入金を仮に２，０００万円なら２，０

００万円増額補正するという会計処理と

同じような構造になりますので、それは

今のところは必要がないだろうというふ

うに考えております。

○嶋野委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○嶋野委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時、休憩します。

（午後２時３分　休憩）

（午後２時５分　再開）

○嶋野委員長　再開いたします。

　議案第８０号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。村上委員。

○村上委員　６ページのところなんです

けども、款１、総務費、項３、介護認定

審査会費、目２、認定調査等費のところ

で手数料が１８０万６，０００円とふえ

ております。これは、中身というか、介

護認定の件数がふえたからという内容で

とらまえてよろしいんでしょうか。それ

をちょっとお聞きしたいと思います。
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○嶋野委員長　井口課長。

○井口介護保険課長　ご答弁申し上げま

す。

　こちらの認定調査等費の手数料１８０

万６，０００円の増額につきましては、

主治医意見書の作成手数料でございまし

て、これは当然、施設の方ですとか新規

の方の申し込みの方の認定調査をさせて

いただく手数料でございますので件数が

当初よりもふえたということで増額させ

ていただいております。

○嶋野委員長　村上委員。

○村上委員　件数がふえたという話があっ

たんですけども、ことし何件ぐらいあっ

たんでしょうかということと、過去の認

定件数というのは、これを見れば、過去

の年度別の認定件数がわかれば教えてい

ただきたいと思いますが。

○嶋野委員長　暫時、休憩します。

（午後２時８分　休憩）

（午後２時９分　再開）

○嶋野委員長　再開いたします。

　井口課長。

○井口介護保険課長　今回、当初では２，

２００件程度の調査を見ておりましたけ

れども、前半までの半年間の推移を見ま

すと、少しこれでは足りないということ

で４００件程度増加するのかなという、

少し多めに見ておりますけれども、支払

いができなくなると３月補正でも間に合

いませんので、今回、４００件程度の増

額で約１８０万円の増額をお願いしてお

ります。よろしくお願いします。

○嶋野委員長　村上委員。

○村上委員　当初の計画、２，２００件

というお話がございました。それは過去

の推移から見ての伸び率と見てよろしい

んでしょうね。

○嶋野委員長　ほかに、質問はございま

すでしょうか。安藤委員。

○安藤委員　一般会計の繰り入れで５０

４万円というのは、確認ですけども、こ

れは介護給付費の市負担分というふうに

解釈したらいいのかどうか、ちょっとそ

の中身について教えてください。

　それから、７ページの保険給付費で総

額が変わらないんですけども、施設介護

サービス給付、それから特定入所者介護

サービス、特定入所者支援サービスとい

うふうに新たな科目が設けられてる点に

ついては、ちょっと補足でご説明をして

いただきたいと思います。お願いします。

○嶋野委員長　井口課長。

○井口介護保険課長　一般会計からの繰

入金５０４万円に関しましては、これは

先般の人事異動に伴います職員給与費等

の人件費相当分、それから制度改正に伴

います各諸費用、事務経費の増額を見込

んでおりますので、人件費関係が１６４

万７，０００円、それから事務費関係が

３３９万３，０００円、合わせて５０４

万円の繰り入れをお願いするものでござ

います。

　それから、歳出の方で、新たに特定入

所者介護サービス費、７ページでござい

ますが、こちらにつきましては制度改正

によりまして、新たに１０月改正の、先

ほど食費と居住費の自己負担化というこ

とで制度改正がございましたが、この分

に伴いまして低所得者の方に対しまして、

一定補足的な給付を差し上げると、こう

いう補足的給付の新しい名称といたしま

して施設介護サービス給付費が登場しま

した。

　これで新しく目を起こしまして、特定

入所者介護サービス費を設けまして、従

来の施設介護サービス費の報酬が下がる

ということから、こちらからスライドを

させまして介護のサービス部分と次のペー

ジ、８ページ、支援のサービス費、こち
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らに振り分けをさせていただいておると

ころでございます。

○嶋野委員長　安藤委員。

○安藤委員　ありがとうございます、わ

かりました。

　保険給付の今の新しい項目、新しい目

を起こされたという話であります。先ほ

どの一般会計の質問と要望でもさせてい

ただきましたけども、これから施設の利

用者の負担、それから事業者の介護報酬、

それから来年４月に向けての地域介護給

付、予防介護給付であったり、地域介護

保健センターなど、新たな事業がどんど

ん進められていくと思いますけれども、

参考に今後の具体的な中身、明らかになっ

ていくのと同時に摂津市としても第三期

の保険料を決定していったりとかいうよ

うな作業があると思います。

　保険料の算定をする上においては、や

はり現段階の介護保険特別会計の状況で

あったり、それから伸びの算定であった

りというようなものも当然斟酌していか

なければいけないものであると思います。

　今、現段階でお答えできることがあれ

ばお答えいただき、また今後、その予定

として、いつまでにそういった保険料決

定のための会議等が、委員会等が行われ

ていくのかということに、スケジュール

について、ちょっとお聞かせをいただけ

たらと思います。

○嶋野委員長　井口課長。

○井口介護保険課長　来年度の第３期介

護保険事業計画見直しにつきましては、

現在、かがやきプラン策定委員会の中で

進めておるところでございます。

　３月までに計画を策定し、１８年４月

を迎えるというスケジュールなんですけ

ども、あと、この１２月１９日にかがや

きプラン策定委員会を開催する予定でご

ざいまして、この中で一定の事業計画の

素案をお示しできるかなというように考

えております。

　その中で、サービス事業量の見込みを

推計いたしまして、実績を踏まえた推計、

これから導き出せる保険料という形なん

ですけれども、介護報酬がまだ具体的に

決まっておりません。これは年明け２月

ごろになる予定でございます。

　ですから、保険料の数値につきまして

は、今お答えできる状況にはございませ

ん。

　ただ、前年度、前々年度、この２期の

１５、１６、この２か年、それから１７

年度の途中経過のサービス利用推計、こ

れを今、全力で挙げております。その中

で１８年度以降、３か年の推移を予測を

つくっていくという作業を今進めており

まして、これを見込みを違いますと、保

険料に直結しますので今、慎重に進めて

いるという状況でございます。

　あと、審議会につきましては１２月と

年明けの２月ぐらいにパブリックコメン

トということで市民の皆さまに計画の内

容をお示しをして、ご意見をちょうだい

し、３月中にまとめたいというようなス

ケジュールで、今、考えております。ど

うぞよろしくお願いします。

○嶋野委員長　安藤委員。

○安藤委員　介護報酬が決まるのが２月

で、３月に保険料が算定されて、４月か

らの話でありますから、非常にタイトな

スケジュールだなと感じています。

　そうした中で、この第２期の１５、１

６、１７年度期中でありますけども、利

用されている方々のアンケートをとられ

ておったかと思いますけども、それから

推移などから見ると、ますます介護サー

ビスの需要というのはふえていくものだ

と思います。

　同時にいろいろな、今回も市税条例の
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改正が出されておりますけれども、高齢

者の方々の新たな負担がふえていく中で

保険料が上がっていく。それと介護報酬

とのかかわりですけども、利用料が上がっ

ていく。そういった問題で利用者の方々

がサービスを受けにくくなってしまうよ

うな計画になってしまうんじゃないかと、

そんな不安も、心配の声も上がっていま

す。

　きちんとした形になってからの公表で

はなくて、その都度得た情報を広く示し

ていただいて、いろんな議論、もちろん

かがやきプランの中でのご審議があるか

と思いますけども、かがやきプランの委

員さんにとってみても、いろんな情報、

それから市民の声というのも広くお聞き

していく中で、いろいろ今後のかがやき

プランの策定の参考になることにもなる

んじゃないかなと思いますので、その点、

重ね重ねでありますけども、情報等、広

く公開をしていただいて、保険料を抑制

するために全力を挙げていただきたいと

思います。

　それと、１点だけ、保険料を今後算定

していく上で、国からのワークシートの

ようなものがあるのかどうか。もう既に

ワークシートが示されていて、そこに介

護報酬、決まった報酬を入れて、それか

らサービスの中身の伸びの推計とか、そ

ういったものを入れて保険料がぽんと出

てくるようなものなのかどうかというこ

と、技術的なことをちょっと最後に参考

に聞かせていただいて終わります。

○嶋野委員長　井口課長。

○井口介護保険課長　保険料を決めるに

当たりましては、国から一定、ワークシー

トという形で示されてはおります。しか

し、これは前回の議会でしたか、委員会

でも答弁させていただきましたけれども、

税制改正の影響の分ですとか、それから

介護報酬の最終の決定の分ですとか、そ

ういった不確定な要素が多々ありますの

で、シートというものの、その金額を公

表すると、かなり市民の皆さんに混乱を

招く、不安を与えてしまうという形にな

ると思いますので、シートをそのまま発

表するということは至っておりません。

　また、一部新聞報道で神戸市が幾ら、

京都市が幾らというような大都市部、政

令指定市の保険料が新聞報道されており

ますけれども、あそこから推測していた

だくと、かなり大幅な改定になるのかな

ということぐらいが一部報道されている

状態でございまして、摂津市がじゃあ、

それを見てこれからの施設のあり方とか、

個々のサービスの設定ですとか、地域包

括による新しい介護予防をどこまで展開

していくのかとか、そういったことを総

合的に勘案して保険料を設定しないとい

けませんので、そこの内部を飛ばしてい

きなり保険料が幾らだという議論は差し

控えたいなと。中をよく詰めてから、発

表する時期に至れば発表させていただく

というように考えております。

○嶋野委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時、休憩します。

（午後２時２０分　休憩）

（午後２時２３分　再開）

○嶋野委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○嶋野委員長　討論なしと認めます。

　採決します。

　議案第７６号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第７８号について、可決すること
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に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８８号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９４号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９８号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）
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○嶋野委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　以上で、本委員会を閉会します。

（午後２時２５分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

民生常任委員長� 嶋野浩一朗

民生常任委員 � 村 上 英 明
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